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(57)【要約】
　基板上に薄膜材料を堆積させるための方法を開示し、
その方法は、一連のガスフローを同時に薄膜堆積装置の
配送ヘッドのアウトプット面から基板の表面に向けるこ
とを含み、前記一連のガスフローは第一の反応性気相材
料、不活性パージガス及び第二の反応性気相材料を少な
くとも含み、前記第一の反応性気相材料は前記第二の反
応性気相材料で処理した基板表面と反応することができ
、１つ以上のガスフローは前記基板の表面を前記配送ヘ
ッドの前記面から分離することに少なくとも寄与する圧
力を提供する。このような方法を実施することができる
装置も開示される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　順次に基板上に固体材料の薄膜を堆積させるための堆積装置であって、
　(A)入り口セクション、
　(B)(i)それぞれ第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料のための第一の源
、第二の源及び第三の源を少なくとも含む、それぞれ複数の気相材料のための複数の源、
　(ii)薄膜堆積を受ける基板に前記複数の気相材料を配送するための配送ヘッドであって
、
　　(a)前記第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料をそれぞれ受けるため
の第一のインレットポート、第二のインレットポート及び第三のインレットポートを少な
くとも含む、複数のインレットポート、及び、
　　(b)前記基板から距離をおいて離れた堆積アウトプット面であって、前記第一の気相
材料、第二の気相材料及び第三の気相材料の各々のための実質的に平行に延在しているア
ウトプット開口部を含む、堆積アウトプット面、
を含み、前記堆積アウトプット面におけるアウトプット開口部から、前記第一の気相材料
、第二の気相材料及び第三の気相材料を同時に配送するように設計されている配送ヘッド
、
を含むコーティングセクション、
　(C)出口セクション、
　(D)前記コーティングセクションを通る一方向通路に前記基板を移動させるための手段
、及び、
　(E)薄膜堆積の間に、前記基板の表面と、前記配送ヘッドの堆積アウトプット面との間
に実質的に均一な距離を維持するための手段、
を含み、
　前記コーティングセクション中の配送ヘッドは、薄膜堆積のための基板表面への１つ以
上の気相材料のフローを提供するとともに、基板表面から配送ヘッドの堆積アウトプット
面を分離する力の少なくとも一部をも提供するように設計されており、
　場合により、入り口セクション及び／又は出口セクションは、堆積装置の通路の少なく
とも一部を通過している間に、基板の表面に非反応性ガスのガスフローを提供するように
設計された、複数の非堆積性アウトプット開口部を有する非堆積性アウトプット面を各々
含み、
　前記配送ヘッドはコーティングセクションを通して単一回の一方向の通過での基板の移
動の間のみで基板上に薄膜堆積を行うように設計されている、堆積装置。
【請求項２】
　前記コーティングセクション中の配送ヘッドは配送ヘッドの堆積アウトプット面におけ
る複数の排気開口部をさらに含み、かつ、場合により、入り口セクション及び／又は出口
セクションにおける非堆積性アウトプット面も複数の排気ポートを含む、請求項１記載の
堆積装置。
【請求項３】
　前記入り口セクション又は出口セクションは、各々、非堆積性アウトプット面から非反
応性ガスを出すための複数の非堆積性アウトプット開口部及び非堆積性アウトプット面か
ら非反応性ガスを排気するための複数の排気ポートを有する非堆積性アウトプット面を含
み、前記非堆積性アウトプット開口部は各開口部が少なくとも１つの排気ポートによって
少なくとも１つの他の非堆積性アウトプット開口部から分離されるような配置である、請
求項１記載の堆積装置。
【請求項４】
　前記入り口セクション又は出口セクションの非堆積性アウトプット面における前記非堆
積性アウトプット開口部及び／又は排気ポートはスロット、円形孔又は正方形孔である、
請求項３記載の堆積装置。
【請求項５】
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　前記堆積性アウトプット面又は非堆積性アウトプット面であって、当てはまる場合には
、前記入り口セクション、コーティングセクション又は出口セクションのうちの少なくと
も１つの堆積性アウトプット面又は非堆積性アウトプット面は少なくとも１つの方向で曲
断面を有する、請求項１記載の堆積装置。
【請求項６】
　前記コーティングセクションにおける前記複数の排気開口部は複数の気相材料を再使用
のためにリサイクルすることができ、そして、場合により、前記入り口セクション及び／
又は出口セクションにおける複数の排気ポートは非反応性ガスを再使用のためにリサイク
ルすることができる、請求項２記載の堆積装置。
【請求項７】
　前記基板を移動させるための手段は少なくとも部分的には重力である、請求項１記載の
堆積装置。
【請求項８】
　前記基板の表面は前記配送ヘッドの堆積アウトプット面から０．４ｍｍ以内の分離距離
に維持される、請求項１記載の堆積装置。
【請求項９】
　薄膜堆積の間の配送ヘッド及び基板のためのチャンバーハウジングをさらに含む、請求
項１記載の堆積装置。
【請求項１０】
　薄膜堆積の間に前記基板及び配送ヘッドが大気に開放されることを防止しないように設
計されている、請求項１記載の堆積装置。
【請求項１１】
　前記第一の気相材料及び第二の気相材料が反応性でありかつ前記第三の気相材料が不活
性パージガスである前記配送ヘッドは、前記第一の気相材料のフローと前記第二の気相材
料のフローが少なくとも不活性パージガスのフロー及び排気開口部によって実質的に空間
的に分離されるように設計されている、請求項２記載の堆積装置。
【請求項１２】
　ガス流体支持で、場合によって不活性ガスを用いたガス流体支持は、前記配送ヘッドに
対面する基板の第一の面と反対面である前記基板の第二の面に対面するように配置されて
いる、請求項１記載の堆積装置。
【請求項１３】
　前記コーティングセクションにおいて、追加の第二の配送ヘッドが第一の配送ヘッドか
ら見て前記基板の反対面に配置されており、このため、コーティングセクションを通して
基板を通過させている間に、前記基板の両面が同時に又は順次に薄膜堆積を受けることが
できる、請求項１記載の堆積装置。
【請求項１４】
　薄膜堆積の間の堆積アウトプット面と基板との間の分離距離を維持するのを補助する力
を提供する持ち上げ部品又は圧縮部品をさらに含む、請求項１記載の堆積装置。
【請求項１５】
　前記コーティングセクションは複数の堆積モジュールからなり、前記複数の堆積モジュ
ール中の各堆積モジュールはコーティングセクションの堆積機能に少なくとも部分的に寄
与し、場合により、前記入り口セクション及び／又は出口セクションは複数の非堆積モジ
ュールからなり、前記複数の非堆積モジュール中の各非堆積モジュールはそれぞれ入り口
セクション又は出口セクションの輸送及び／又は随意の物理的処理の機能に少なくとも部
分的に寄与する、請求項１記載の堆積装置。
【請求項１６】
　前記コーティングセクション内の複数の堆積モジュールの各々は、薄膜堆積の間に堆積
装置の使用によって要求されるとおりに、他のモジュールから分離することが可能であり
、別の堆積モジュールと交換することが可能であり、取り外しが可能であり、又は、数を
追加するように設計されている、請求項１５記載の堆積装置。
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【請求項１７】
　前記コーティングセクションは複数の堆積モジュールを含み、各堆積モジュールは原子
層堆積の少なくとも１サイクルを実質的に完了するためのある数のアウトプット開口部を
含む、請求項１５記載の堆積装置。
【請求項１８】
　前記コーティングセクションは少なくとも第一の堆積モジュール及び第二の堆積モジュ
ールからなり、前記第一の堆積モジュールは前記第二の堆積モジュールによって形成され
るのとは異なる組成の薄膜を形成する、請求項１５記載の堆積装置。
【請求項１９】
　前記堆積モジュール及び／又は非堆積性モジュールの表面は少なくとも１つの方向で曲
断面を有する、請求項１５記載の堆積装置。
【請求項２０】
　前記堆積モジュール及び／又は非堆積モジュールはそれぞれその堆積アウトプット面及
び／又は非堆積アウトプット面の複合体が曲面表面を形成するように取り付けられる、請
求項１５記載の堆積装置。
【請求項２１】
　前記コーティングセクションに対して、各堆積モジュールは１０～２００個の延在アウ
トプット開口部を含み、モジュールの合計数は少なくとも３である、請求項１５記載の堆
積装置。
【請求項２２】
　前記入り口セクション、コーティングセクション及び／又は出口セクションは加熱され
ることができ、又は、堆積装置を通して通過する間に基板を加熱処理することができる、
請求項１記載の堆積装置。
【請求項２３】
　堆積ヘッドから見て前記基板の反対面に配置された熱源をさらに含み、前記熱源は輻射
熱又は対流熱を提供することができる、請求項１記載の堆積装置。
【請求項２４】
　基板上に固体材料の薄膜を堆積させるための方法であって、
　(A)基板を入り口セクションに輸送すること、
　(B)前記基板を前記入り口セクションからコーティングセクションに輸送すること、
　(C)前記基板を前記コーティングセクションを通して輸送すること、ここで、前記コー
ティングセクションは、(i)それぞれ第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材
料のための第一の源、第二の源及び第三の源を少なくとも含む、それぞれ複数の気相材料
のための複数の源、
　(ii)薄膜堆積を受ける基板に前記気相材料を配送するための配送ヘッドであって、
　　(a)前記第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料をそれぞれ受けるため
の第一のインレットポート、第二のインレットポート及び第三のインレットポートを少な
くとも含む、複数のインレットポート、及び、
　　(b)前記基板から距離をおいて離れた堆積アウトプット面であって、前記第一の気相
材料、第二の気相材料及び第三の気相材料の各々のための複数の実質的に平行に延在して
いるアウトプット開口部を含む、堆積アウトプット面、
を含み、前記堆積アウトプット面におけるアウトプット開口部から、前記第一の気相材料
、第二の気相材料及び第三の気相材料を同時に配送するように設計されている配送ヘッド
、
を含み、薄膜堆積の間に、前記配送ヘッドの堆積アウトプット面と基板表面との間は実質
的に均一な距離が維持されており、薄膜堆積のための基板表面への配送ヘッドからの１つ
以上の気相材料のフローは基板表面から配送ヘッドのアウトプット面を分離するための力
の少なくとも一部を提供する、及び、
　(D)前記コーティングセクションから少なくとも部分的に出口セクション中に前記基板
を輸送すること、
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を含み、
　少なくとも１種の薄膜材料の所望の厚さの完成した薄膜は、基板を入り口セクションか
らコーティングセクションを通して出口セクションに単一回、一方向に通過させることで
、又は、基板を入り口セクションからコーティングセクションを通して出口セクションに
一回のみ通過させ、そしてコーティングセクションを通して入口セクションに一回のみ戻
すことにより、単一回、二方向に通過させることで、前記基板上に形成される、方法。
【請求項２５】
　 (E)前記基板を完成した薄膜とともに前記出口セクション又は入り口セクションのいず
れかから取り出す工程をさらに含む、請求項２４記載の方法。
【請求項２６】
　前記基板を輸送する工程は、コーティングセクションを通した通路の一部のみについて
、基板に対して力を課すことを含む、請求項２４記載の方法。
【請求項２７】
　前記配送ヘッドにおいて、前記第一の気相材料及び第二の気相材料は異なる反応性ガス
でありかつ前記第三の気相材料は不活性パージガスであり、そして薄膜堆積の間に、所与
の基板の領域を、一度に約５００ミリ秒未満の間、第一の反応性気相材料のガスフローに
暴露させる、請求項２４記載の方法。
【請求項２８】
　薄膜堆積の間の基板の温度は３００℃未満である、請求項２４記載の方法。
【請求項２９】
　前記第一の気相材料は金属含有反応性気相材料である反応性ガスであり、前記第二の気
相材料は第一の気相材料と反応して酸化物又は硫化物材料を生成する非金属反応性気相材
料である反応性ガスであり、該酸化物又は硫化物材料は五酸化タンタル、酸化アルミニウ
ム、酸化チタン、五酸化ニオブ、酸化ジルコニウム、酸化ハフニウム、酸化亜鉛、酸化ラ
ンチウム（ｌａｎｔｈｉｕｍ）、酸化イットリウム、酸化セリウム、酸化バナジウム、酸
化モリブデン、酸化マンガン、酸化スズ、酸化インジウム、酸化タングステン、二酸化ケ
イ素、硫化亜鉛、硫化ストロンチウム、硫化カルシウム、硫化鉛又はそれらの混合物から
なる群より選ばれる、請求項２４記載の方法。
【請求項３０】
　前記配送ヘッドの堆積アウトプット面の最初と最後のアウトプット開口部における最初
と最後のガスフローは非反応性気相材料であり、これにより、プロセスにおいて使用され
る反応性気相材料が周囲空気と混合することを防止する、請求項２４記載の方法。
【請求項３１】
　トランジスタにおける使用のための金属酸化物をベースとする材料を含む半導体又は誘
電体薄膜を基板上に製造するために使用され、
　基板上で３００℃以下の温度で金属酸化物をベースとする材料を少なくとも一層形成す
ることを含み、該金属酸化物をベースとする材料は第一の反応性ガスが有機金属前駆体化
合物を含みかつ第二の反応性ガスが反応性酸素含有気相材料を含む少なくとも２つの反応
性ガスの反応生成物である、請求項２４記載の方法。
【請求項３２】
　前記基板の表面は該基板に対面するアウトレット開口部について配送ヘッドの堆積アウ
トレット面から０．５ｍｍ未満の距離で維持される、請求項２４記載の方法。
【請求項３３】
　前記基板及び配送ヘッドは大気に開放されている、請求項２４記載の方法。
【請求項３４】
　前記コーティングセクションは前記基板を支持するための空気支持を実質的に提供する
、請求項２４記載の方法。
【請求項３５】
　前記配送ヘッドの堆積アウトプット面を通過してウェブを移動して、前記基板の領域上
で薄膜堆積を行うためのコンベアをさらに含み、前記ウェブは薄膜堆積のための追加の基
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板を支持するか又は薄膜堆積のための基板であり、該基板は前記配送ヘッドの堆積アウト
プット面に近接している、基板上の薄膜堆積のための請求項２４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
発明の分野
　本発明は、一般に、薄膜材料の堆積に関し、より詳細には複数の同時ガスフローを基板
上に向ける配送ヘッドを用いた、基板上への原子層堆積の装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
発明の背景
　薄膜堆積に広く使われる技術の中には、反応チャンバー中で反応して基板上に所望の膜
を堆積させる化学反応性分子を用いる化学気相堆積（CVD）がある。CVD用途に有用な分子
前駆体は堆積すべき膜の元素（原子）成分を含み、通常、追加的な元素も含む。CVD前駆
体は基板で反応してその上に薄膜を形成するために気相でチャンバーに配送される揮発性
分子である。化学反応によって所望の膜厚の薄膜が堆積される。
【０００３】
　ほとんどのCVD技術に共通するのは、一つ以上の分子前駆体のよく制御されたフラック
スをCVD反応器中に加える必要があることである。これら分子前駆体の間の化学反応を促
進するとともに副生成物の効率的な除去を行うために、基板は制御された圧力条件下でよ
く制御された温度に保たれる。最適なCVD性能を得るためには、プロセスを通じたガスフ
ロー、温度及び圧力の定常条件を達成し、維持する能力及び過渡物を除去し又は最少にす
る能力が要求される。
【０００４】
　特に、半導体、集積回路及び他の電子デバイスの分野では、従来のCVD技術で達成可能
な限界を超える薄膜、特により高品質なより高密度の膜で、より優れた共形被覆（confor
mal coating）属性を持つもの、特により低温で製造できる薄膜への需要がある。
【０００５】
　原子層堆積（ALD）は、その先行のCVDと比べ、改善された厚さ解像度及び共形機能を提
供できる代替的な膜堆積技術である。ALD法は従来のCVDの薄膜堆積法を複数工程の単一原
子層堆積工程に分割する。有利なことに、ALD工程は自己終結式（self-terminating）で
あり、自己終結曝露時間まで又はそれを超えて実施されたときに１原子層を堆積できる。
１原子層は、通常、約0.1～約0.5単分子層の範囲であり、典型的な寸法は数オングストロ
ーム以下程度である。ALDでは、原子層の堆積は反応性分子前駆体と基板との間の化学反
応の結果生じるものである。別個の各ALD反応‐堆積工程において、正味の反応は所望の
原子層を堆積させ、分子前駆体にもともと含まれていた「余剰」原子を実質的になくす。
最も純粋な形では、ALDは各前駆体の吸着及び反応を伴い、その反応の他の前駆体（単数
又は複数）の非存在下に行われる。実際には、いかなる装置においても、異種の前駆体の
何らかの直接反応によって少量の化学気相堆積反応が生じるのを回避することは難しい。
ALDを実施するものとうたっている装置の目的は、少量のCVD反応が許容できることを認識
しながら、ALD装置に見合う装置性能及び属性を得ることである。
【０００６】
　ALD用途において、通常、２つの分子前駆体がALD反応器に別々の段階において導入され
る。たとえば、金属前駆体分子MLxは、原子又は分子リガンドLに結合した金属元素Mを含
む。たとえば、Mは、限定するわけではないが、Al、W、Ta、Si、Znなどであることができ
る。金属前駆体は、基板表面が上記の分子前駆体と直接反応するよう調製されている場合
に、基板と反応する。たとえば、基板表面は、通常、金属前駆体と反応性である水素含有
リガンド、AHなどを含むよう調製される。硫黄（S）、酸素（O）及び窒素（N）はいくつ
かの典型的なA種である。気相金属前駆体分子は効率的に基板表面上のリガンドの全部と
反応し、上記の金属の単一原子層を堆積させる：
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　　基板-AH　＋　MLx　→　基板-AMLx-1　＋　HL　　(1)
　上式中、HLは反応副生成物である。反応の間に、初期の表面リガンドAHが消費され、表
面はLリガンドで覆われ、それ以上金属前駆体MLxと反応できなくなる。したがって、反応
は表面上の初期のAHリガンドが全部AMLx-1種で置き換えられたときに自己終結する。通常
、反応段階の後には不活性ガスパージ段階が続き、それにより、第二の反応体気相前駆体
材料の別個の導入に先立ってチャンバーから余剰の金属前駆体をなくす。
【０００７】
　次いで、第二の分子前駆体を用いて金属前駆体に対する基板の表面反応性を回復させる
。このことは、たとえば、Lリガンドを除去してそしてAHリガンドを再堆積させることに
よってなされる。この場合、第二の前駆体は、通常、所望の（通例は非金属の）元素A（
すなわち、O、N、S）及び水素を含む（すなわち、H2O、 NH3、H2S）。次の反応は下記の
とおりである：
　　基板-A-ML + AHγ→基板-A-M-AH + HL　　(2)
これは表面をもとのAHに覆われた状態に変換する。（ここで、単純化のために、化学反応
は平衡とされていない。）所望の追加的元素Aは膜に組み込まれ、望まれないリガンドLは
揮発性の副生成物として排除される。いま一度、反応が反応性部位（今回はLで終端され
た部位）を消費し、基板上の反応性部位が完全に枯渇したら自己終結する。次いで第二の
分子前駆体は、第二のパージ段階において不活性パージガスを流すことによって堆積チャ
ンバーから除去される。
【０００８】
　要約すると、基本的なALD法は基板への化学物質のフラックスを順次、交互させること
を必要とする。上で論じたような代表的なALD法は、四つの異なる操作段階：
1. MLx反応；
2. MLxパージ；
3. AHy反応；及び
4. AHyパージ、次いで段階１．への戻り
を有するサイクルである。
【０００９】
　ALDは、金属前駆体がハロゲン化合物、アルコキシド、ジケトネートキレート又は有機
金属化合物である無機化合物の堆積のために最も典型的に利用されてきた。第二の前駆体
は、通常、酸化物、窒化物又は硫化物がそれぞれ堆積される場合に、酸素、窒素又は硫黄
物の源となってきた。比較的に一般的ではないが、有機化合物又は有機/無機ハイブリッ
ド層のALDによる堆積も知られている。これらの場合においても、そのような方法により
生成される制御層が、原子層とは対照的に分子層であることを除いては、自己制御反応の
交互のシーケンスとすることが可能である。したがって、基本的概念及び堆積装置がALD
法及び装置と類似しているけれども、そのような技術は分子層堆積（MLD）とも呼ばれる
。そのため、本明細書中ではALDなる用語を用いて、分子層堆積をも参照する。有機膜の
原子層又は分子層堆積の例は、Journal of Materials Chemistry中のMatti Putkonenらに
よる“Atomic Layer Deposition of Polymide Thin Films”に見ることができる。
【００１０】
　表面反応と、基板表面をその初期の反応性状態に復元させる前駆体除去とを交互させ、
パージ操作を介在させる、この反復シーケンスが典型的なALD堆積サイクルである。ALD操
作の重要な特徴は、基板をその初期の表面化学状態に復元させることである。この反復さ
れた一組の工程を用いて、均等に計量された複数の層として膜が基板上に層化されること
ができる。その複数の層は化学反応速度論、サイクル当たりの堆積、組成及び厚さにおい
てみな同様である。
【００１１】
　ALDは、半導体デバイスならびに抵抗及びコンデンサ、絶縁体、バス線及び他の導電性
構造などの補助電子部品を含む、いくつものタイプの薄膜電子デバイスを形成するための
製造工程として使用できる。ALDは、電子デバイスの部品において金属酸化物の薄層を形
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成するために特に好適である。ALDを用いて堆積できる機能性材料の一般的なクラスとし
て、導体、誘電体すなわち絶縁体及び半導体が挙げられる。
【００１２】
　導体はいかなる有用な導電性材料であってもよい。たとえば、導体はインジウムスズ酸
化物（ITO）、ドーピングされた酸化亜鉛ZnO、SnO2又はIn2O3などの透明材料を含んでよ
い。導体の厚さは様々であることができる。具体例によれば、その厚さは約50～約1000nm
の範囲とすることができる。
【００１３】
　有用な半導体材料の例は、ヒ化ガリウム、窒化ガリウム、硫化カドミウム、真性酸化亜
鉛及び硫化亜鉛などの化合物半導体である。
【００１４】
　誘電体材料はパターン形成された回路のさまざまな部分を電気的に絶縁する。誘電体層
は絶縁体層又は絶縁層と呼ぶこともできる。誘電体として有用な材料の特定の例として、
ストロンチウム酸塩（strontiates）、タンタル酸塩（tantalates）、チタン酸塩（titan
ates）、ジルコン酸塩（zirconates）、アルミニウム酸化物、シリコン酸化物、タンタル
酸化物、ハフニウム酸化物、チタン酸化物、セレン化亜鉛及び硫化亜鉛が挙げられる。さ
らに、これらの例のアロイ、組み合わせ及び多層体が誘電体として使用されうる。これら
の材料のうち、アルミニウム酸化物が好ましい。
【００１５】
　誘電体構造層は、異なる比誘電率をもつ二つ以上の層を含むことができる。そのような
絶縁体は米国特許第5,981,970号明細書（参照によって本明細書に取り込む）及び同時係
属中の米国特許出願公開第2006/0214154号明細書（参照によって本明細書に取り込む）で
論じられている。誘電体材料は典型的には約5eVより大きなバンドギャップを示す。有用
な誘電体層の厚さは様々であることができ、具体例によれば、約10～約300nmの範囲とす
ることができる。
【００１６】
　上記の機能層を用いていくつかのデバイス構造を作ることができる。抵抗は中程度ない
し低導電率をもつ導電性材料を選択することによって製造できる。コンデンサは二つの導
体の間に誘電体を配置することによって作成できる。ダイオードは、相補的なキャリア型
の二つの半導体を二つの導電性電極の間に配置することによって作成できる。相補的なキ
ャリア型の半導体の間に真性半導体領域が配置されてもよい。これは、その領域は自由電
荷キャリアの数が少ないことを示す。ダイオードは二つの導体の間に単一の半導体を配置
することによって構築されてもよい。この場合、導体／半導体界面の一つが一方向の電流
の流れを強く阻害するショットキー障壁を生成する。トランジスタは導体（ゲート）上に
絶縁層、続いて半導体層を配置することによって作成できる。二つ以上の追加的な導体電
極（ソース及びドレイン）が離間して、上部半導体層と接触状態で配置されれば、トラン
ジスタが形成できる。上記のデバイスのいずれも、必要な界面ができる限り、さまざまな
構成で作成できる。
【００１７】
　薄膜トランジスタの典型的な用途では、必要なのは、デバイスを流れる電流の流れを制
御できるスイッチである。よって、スイッチがオンにされるとき、高電流がデバイスを通
って流れることができることが望まれる。電流の流れの程度は、半導体電荷キャリア易動
度に関係している。デバイスがオフにされるときは、電流が非常に小さいことが望まれる
。これは電荷キャリア濃度に関係している。さらに、可視光が薄膜トランジスタの応答に
ほとんど又は一切影響を与えないことが一般に望ましい。これを実現するためには、可視
光への曝露がバンド間遷移を引き起こさないように、半導体バンドギャップを十分大きく
（＞3eV）しなければならない。高い易動度、低いキャリア濃度及び高いバンドギャップ
を与えることのできる材料はZnOである。さらに、動いているウェブへの大量（high volu
me）製造方式では、プロセス中に使用される化学物質が安価でかつ毒性が低いことがきわ
めて望ましい。これは、ZnO及びその多くの前駆体の使用によって満たすことができる。
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【００１８】
　普通なら、工学上の許容誤差及びフローシステムの制約あるいは表面形態（すなわち、
三次元の、高アスペクト比構造中への堆積）に関係した制約のために、表面均一性を損な
うところであるが、自己飽和性表面反応のために、ALDは輸送の不均一性には比較的敏感
でない。一般論として、反応プロセスにおける化学物質の不均一なフラックスは、一般に
表面領域の異なる部分における異なる完了時間につながる。しかしながら、ALDでは、各
反応は基板表面全体で完了させることができる。よって、完了反応速度の違いは均一性に
害を及ぼさない。これは、反応を最初に完了する領域が反応を自己終結させ、他の領域は
、処理された表面のすべてが意図された反応を経るまで続くことができるからである。
【００１９】
　通常、ALD法は単一のALDサイクル（先に挙げた番号付けされた１から４の工程を有する
一つのサイクル）において約0.1～0.2nmの膜を堆積する。多くの又はほとんどの半導体用
途のために約3nm～30nmの範囲の均一な膜厚を提供し、さらには他の用途のためにより厚
い膜を提供するために、有用かつ経済的に現実性のあるサイクル時間を達成しなければな
らない。業界のスループット標準によると、基板が2分又は3分以内で処理されることが好
ましい。これは、ALDサイクル時間が約0.6秒～約6秒の範囲でなければならないことを意
味する。
【００２０】
　ALDは、制御されたレベルの高度に均一な薄膜堆積物を提供するためのかなりの展望を
提供する。しかしながら、その内在的な技術能力及び利点にもかかわらず、いくつかの技
術的なハードルがまだ残っている。一つの重要な考察は、必要とされるサイクル数に関係
する。反復される反応体及びパージサイクルのために、ALDを有効に使用するには、化学
物質のフラックスを突然MLxからAHyに変更するとともに、パージサイクルを迅速に実行で
きる装置が必要とされてきた。従来のALD装置は、異なる気相物質を必要とされる順序で
基板上に高速にサイクルを行うように設計されている。しかしながら、必要とされる一連
の気相配合物をチャンバーに必要とされる速度で、何らかの望ましくない混合なしに導入
するための信頼できる方式を得ることは難しい。さらに、多数の基板のコスト効率のよい
コーティングを可能にするためには、ALD装置は、このシーケンス処理を多くのサイクル
に対して効率的かつ信頼性をもって実行できる必要がある。
【００２１】
　任意の所与の反応温度でALD反応が自己終結に達するのに必要な時間を最小にしようと
する努力において、一つのアプローチは、ALD反応器に流入する化学物質のフラックスを
、いわゆる「パルス化（pulsing）」装置を用いて最大化することであった。ALD反応器へ
の化学物質のフラックスを最大化するためには、不活性ガスによる最小限の希釈で、高圧
で、分子前駆体をALD反応器に導入することが有利である。しかしながら、これらの手段
は、短いサイクル時間及びこれらの分子前駆体のALD反応器からの急速な除去を達成する
という要求に反する方向に作用する。急速除去は、ガスのALD反応器内の滞在時間を最小
化することを要求する。ガス滞在時間τは反応器の体積V、ALD反応器内の圧力P及びフロ
ーQの逆数に比例する。すなわち：
　　　　τ＝VP/Q 　　(3)
となる。
【００２２】
　典型的なALDチャンバーでは、体積（V）及び圧力（P）は機械的制約及びポンピングの
制約に独立して左右され、それにより滞在時間を低い値に厳密に制御することが困難とな
っている。したがって、ALD反応器内の圧力（P）を下げることによって、低いガス滞在時
間を容易にし、ALD反応器からの化学前駆体の除去（パージ）の速度を増す。これに対し
、ALD反応時間を最小にするには、ALD反応器内での高圧を使うことを通じて、ALD反応器
への化学前駆体のフラックスを最大化することが要求される。さらに、ガス滞在時間及び
化学物質使用効率はいずれもフローに反比例する。よって、フローを下げることで効率を
増すことができるものの、ガス滞在時間を増加させることにもなる。



(10) JP 2010-541236 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

【００２３】
　既存のALDアプローチは、化学物質利用効率を改善して反応時間を短くするという要求
と、他方ではパージガス滞在時間及び化学物質除去時間を最小化するという要求との間の
トレードオフのために妥協させられてきた。気相材料の「パルス化」配送の内在的な限界
を克服するための一つのアプローチは、各反応体ガスを連続的に提供し、逐次に各ガスを
含む領域を通じて基板を動かすことである。これらの装置では、基板が移動している間に
すべてのガスを採取することができるが、個々の相互に反応性のガスが混合して望ましく
ないCVD堆積を生じさせることができないように、特定のガスを空間領域に閉じ込める、
何らかのメカニズムを採用しなければならない。そのような装置は空間的に閉じ込められ
たALD装置と呼ぶことができる。たとえば、Yudovskyの“Gas Distribution System for C
yclical Layer Deposition”という発明の名称の米国特許第6,821,563号明細書は、前駆
体ガス及びパージガスについての別個のガスポートを有し、各ガスポートの間に真空ポン
プポートが交互にはいる、真空下の処理チャンバーを記載している。各ガスポートはその
ガスのストリームを基板に向かって垂直下方に向ける。別個のガスのフローは壁又は仕切
りによって隔てられ、真空ポンプが各ガスストリームの両側でガスを排気する。各仕切り
の下部は基板近くにまで、たとえば基板表面から約0.5mm以上まで延在している。この仕
方では、仕切りの下部は、ガスストリームを基板表面と反応させた後、ガスストリームが
真空ポートに向かって該下部を回って流れることができるために十分な距離だけ基板表面
から離されている。
【００２４】
　回転式ターンテーブル又は他の輸送デバイスが、一つ以上の基板ウエハーを保持するた
めに設けられる。この配置では、基板は異なるガスストリームの下でシャトルされ、それ
によりALD堆積が行われる。１つの実施形態では、基板はチャンバーを通じて線形経路で
動かされ、基板は何度か行ったり来たりその経路を通される。
【００２５】
　連続的なガスの流れを使うもう一つのアプローチは、Suntolaらの“Method for Perfor
ming Growth of Compound Thin Films”という発明の名称の米国特許出願第4,413,022号
明細書に示されている。交互の原料ガス開口部、キャリアガス開口部及び真空排気開口部
を備えたガスフローアレイが設けられる。そのアレイ上での基板の往復運動がALD堆積を
実施する。ここでもまた、パルス化操作は必要ない。図１３及び図１４の実施形態では、
特に、基板表面と反応性蒸気との間の順次の相互作用が、原料開口部の固定アレイ上の基
板の往復運動によってなされる。排気開口部の間にキャリアガス開口部を持つことによっ
て拡散障壁が形成される。Suntolaらは、そのような実施形態での動作は大気圧でも可能
であると述べている。ただし、その方法の詳細又は実施例はほとんど又は全く提供されて
いない。
【００２６】
　'563号のYudovsky及び'022号のSuntolaらの特許に記載されているような装置は、パル
ス化ガスのアプローチに内在的な困難のいくつかを回避するかもしれないが、これらの装
置は他の欠点を有する。'563号のYudovskyの特許のガスフロー配送ユニット及び'022号の
Suntolaらの特許のガスフローアレイはいずれも、約0.5mmより基板に接近して使用するこ
とはできない。'563号のYudovsky及び'022号のSuntolaらの特許で開示されているガスフ
ロー配送装置はいずれも、電子回路、光センサー又はディスプレイなどを形成するための
フレキシブル基板として使用することができるような移動ウェブ表面で使用できるように
なっていない。それぞれガスフロー及び真空を提供する'563号のYudovskyの特許のガスフ
ロー配送ユニット及び'022号のSuntolaらの特許のガスフローアレイの両方の複雑な配置
は、これらの解決策の実装を困難にし、大規模化をコスト高にし、その潜在的な使用可能
性を限られた寸法の移動中の基板上への堆積の用途に限定する。さらに、アレイ内の種々
の点において均一な真空を維持し、相補的な圧力でガスフロー及び真空を維持することは
非常に難しく、こうして基板表面に提供されるガスフラックスの均一性が損なわれる。
【００２７】
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　Selitserの米国特許出願公開第2005/0084610号明細書は大気圧での原子層化学気相堆積
法を開示している。Selitserは、操作圧力を大気圧に変えることによって、反応体の濃度
の何桁もの増大を伴うことになり、結果として表面反応体割合が向上し、反応速度が極端
に増大すると述べている。Selitserらの実施形態は、米国特許出願第2005/0084610号明細
書の図１０はチャンバーの壁が除去された実施形態を示しているが、プロセスの各段階の
ための別個のチャンバーを必要としている。一連の別個の注入器が回転する円形基板ホル
ダートラックのまわりに離間されている。各注入器は独立して操作される反応体ガス、パ
ージガス及び排気ガスのマニホールド及びコントロールを組み込んでおり、プロセスにお
いてその下を通される各基板のための一つの完全な単層堆積及び反応体パージのサイクル
として作用する。Selitserらは、注入器の間隔は隣接している注入器からの相互汚染がパ
ージガスフロー及び各注入器に組み込まれている排気マニホールドによって防止されるよ
うに選択されると述べてはいるものの、ガス注入器又はマニホールドの具体的な詳細につ
いてはほとんど又は全く記載していない。
【００２８】
　ALD加工装置で空間的にガスを閉じ込めるもう一つのアプローチは、横方向フローALDデ
バイスを開示している上記で引用した米国特許出願第11/392,006号明細書に記述されてい
る。このようなデバイスでは、さまざまなガスが相互に平行に向けられ、向流の度合いを
制限することによってガスが混合することを抑制する。
【００２９】
　ガス分離を可能にする効率的な方法は、上記に引用した米国特許出願第11/620,738号明
細書の浮動ヘッドALDデバイスである。このデバイスでは、反応性ガス及びパージガスの
圧力をコーティングヘッドを基板から分離する手段として使用する。このような装置で生
成できる比較的大きな圧力によって、ガスが強制的に適切に画定されたパスを移動し、そ
れにより、好ましくないガス混合を排除する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００３０】
　ALD堆積法における単一サイクルは約１原子層の原子を堆積するのみであるから、典型
的な薄膜堆積は多くの成長サイクルを必要とする。通常、１原子層は約１Å程度の厚さで
ある。半導体装置中の多くの膜は約１０００Å又はそれ以上であるから、このような成長
は、それゆえ、約１０００回又はそれ以上のALDサイクルを必要とする。空間依存型ALDに
ついて上記に引用した多くの文献では、基板上でのある種の繰り返し又は往復運動で移動
される比較的に小さい堆積面積で多数回のALDサイクルを達成することが提案されている
。それゆえ、このような往復を伴う堆積装置の必要性をなくすことができ、また、より単
純かつ高速の堆積設備が可能になる堆積装置が要求されている。
【課題を解決するための手段】
【００３１】
発明の要旨
　本発明は基板上に薄膜材料を堆積させるための方法を提供し、その方法は一連のガスフ
ローを同時に薄膜堆積装置の配送ヘッドの堆積アウトプット面から基板の表面に向けるこ
とを含み、この一連のガスフローは第一の反応性気相材料、不活性パージガス及び第二の
反応性気相材料を少なくとも含む。第一の反応性気相材料は第二の反応性気相材料で処理
した基板表面と反応することができる。１つ以上のガスフローは基板の表面を配送ヘッド
の面から分離することに少なくとも寄与する圧力を提供する。
　本発明の１つの態様は順次に基板上に固体材料の薄膜を堆積させるための堆積装置を提
供し、その装置は、
　(A)入り口セクション、
　(B)(i)それぞれ第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料のための第一の源
、第二の源及び第三の源を少なくとも含む、それぞれ複数の気相材料のための複数の源、
　(ii)薄膜堆積を受ける基板に上記の複数の気相材料を配送するための配送ヘッドであっ
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て、
　　(a)上記の第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料をそれぞれ受けるた
めの第一のインレットポート、第二のインレットポート及び第三のインレットポートを少
なくとも含む、複数のインレットポート、及び、
　　(b)上記の基板から距離をおいて離れた堆積アウトプット面であって、上記の第一の
気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料の各々のための実質的に平行に延在してい
るアウトプット開口部を含む、堆積アウトプット面、
を含み、上記の堆積アウトプット面におけるアウトプット開口部から、上記の第一の気相
材料、第二の気相材料及び第三の気相材料を同時に配送するように設計されている配送ヘ
ッド、
を含むコーティングセクション、
　(C)出口セクション、
　(D)上記のコーティングセクションを通る一方向通路のみに上記の基板を移動させるた
めの手段、及び、
　(E)薄膜堆積の間に、上記の基板の表面と、上記の配送ヘッドの堆積アウトプット面と
の間に実質的に均一な距離を維持するための手段、
を含み、
　上記のコーティングセクション中の配送ヘッドは、薄膜堆積のための基板表面への１つ
以上の気相材料のフローを提供するとともに、基板表面から配送ヘッドの堆積アウトプッ
ト面を分離する力の少なくとも一部をも提供するように設計されており、
　場合により、入り口セクション及び／又は出口セクションは、薄膜堆積の間に少なくと
も部分的に、又は、さもなければ堆積装置を基板が通過している間に、基板表面に非反応
性ガスのフローを提供するように設計された、複数の非堆積アウトプット開口部を有する
非堆積アウトプット面を各々含み、
　上記の配送装置はコーティングセクションを通して単一の一方向の通過で基板の移動の
間のみ基板上に薄膜堆積を行うように設計されている。
【００３２】
　本発明の別の態様は基板上に固体材料の薄膜を堆積させるための方法を提供し、その方
法は、
　(A)基板を入り口セクションに輸送すること、
　(B)上記の基板を上記の入り口セクションからコーティングセクションに輸送すること
、
　(C)上記の基板を上記のコーティングセクションを通して輸送すること、ここで、上記
のコーティングセクションは、(i)それぞれ第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の
気相材料を少なくとも含む、それぞれ複数の気相材料のための複数の源、
　(ii)薄膜堆積を受ける基板に上記の気相材料を配送するための配送ヘッドであって、
　　(a)上記の第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料をそれぞれ受けるた
めの第一のインレットポート、第二のインレットポート及び第三のインレットポートを少
なくとも含む、複数のインレットポート、及び、
　　(b)上記の基板から距離をおいて離れた堆積アウトプット面であって、上記の第一の
気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料の各々のための実質的に平行に延在してい
るアウトプット開口部を含む、堆積アウトプット面、
を含む、配送ヘッドで、上記の堆積アウトプット面におけるアウトプット開口部から、上
記の第一の気相材料、第二の気相材料及び第三の気相材料を同時に配送するように設計さ
れている配送ヘッド、
を含み、薄膜堆積の間に、上記の配送ヘッドの堆積アウトプット面と基板表面との間は実
質的に均一な距離が維持されており、薄膜堆積のための基板表面への配送ヘッドからの１
つ以上の気相材料のフローは基板表面から配送ヘッドのアウトプット面を分離するための
少なくとも一部の力を提供する、及び、
　(D)上記のコーティングセクションから少なくとも部分的に出口セクション中に上記の
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基板を輸送すること、
を含み、
　少なくとも１種の薄膜材料の所望の厚さの完成した薄膜は、基板を入り口セクションか
らコーティングセクションを通して出口セクションに単一回、一方向に通過させることで
、又は、基板を入り口セクションからコーティングセクションを通して出口セクションに
一回のみ通過させ、コーティングセクションを通して入口セクションに一回のみ戻すこと
により、単一回、二方向に通過させることで、上記の基板上に形成される。
【００３３】
　好ましい実施形態において、装置は薄膜堆積を受ける基板の連続移動によって操作でき
、その装置は好ましくは実質的に大気圧で周囲条件に対してシールされていない環境下で
支持体又はウェブを配送ヘッドを通過して輸送することができる。
【００３４】
　本発明の利点は、幾つかの異種の基板及び堆積環境によく適合する、基板上での原子層
堆積のためのコンパクトな装置を提供することができることである。
【００３５】
　本発明のさらなる利点は、好ましい実施形態において、大気圧条件で操作を行うことが
可能となることである。
【００３６】
　本発明のなおもさらなる利点は大面積の基板上の堆積を含む、ウェブ又は他の移動して
いる基板上での堆積に適合されうることである。
【００３７】
　本発明のなおもさらなる利点は大気圧での低温プロセスに用いることができることであ
り、その方法は周囲雰囲気に開放された、シールされていない環境下に実施されうる。本
発明の方法はガスの滞在時間τを上記の式（３）の関係に制御することが可能であり、滞
在時間を低減でき、単一の変数であるガスフローによって装置圧力及び体積を制御するこ
とができる。
【００３８】
　本発明のこれらの及び他の目的、特徴及び利点は本発明の例示の実施形態が示されそし
て記載されている図面と組み合わせて下記の詳細な説明を読んだときに当業者に明らかに
なるであろう。
【００３９】
図面の簡単な説明
　本明細書は特許請求の範囲が本発明の構成を特に示しそして明確に請求しているものと
結論づけているが、本発明は添付の図面と組み合わせたときに下記の説明からよりよく理
解されるものと信じられる。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】図１は本発明に係る原子層堆積のための配送ヘッドの一実施形態の側断面図であ
る。
【図２】図２は薄膜堆積を受ける基板に提供される気相材料の１つの例示の配置を示す配
送ヘッドの一実施形態の側断面図である。
【図３】図３Ａ及び３Ｂは付属の堆積操作を模式的に示している、配送ヘッドの一実施形
態の側断面図である。
【図４】図４は一実施形態に係る堆積装置中の配送ヘッドの分解斜視図である。
【図５Ａ】図５Ａは図４の配送ヘッドのためのコネクションプレートの斜視図である。
【図５Ｂ】図４の配送ヘッドのためのガスチャンバープレートの平面図である。
【図５Ｃ】図４の配送ヘッドのためのガス方向付けプレートの平面図である。
【図５Ｄ】図５Ｄは図４の配送ヘッドのためのベースプレートの平面図である。
【図６】図６は一実施形態における配送ヘッド上のベースプレートを示す斜視図である。
【図７】図７は一実施形態に係るガスディフューザーユニットの分解図である。
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【図８Ａ】図８Ａは図７のガスディフューザーユニットのノズルプレートの平面図である
。
【図８Ｂ】図８Ｂは図７のガスディフューザーユニットのガスディフューザープレートの
平面図である。
【図８Ｃ】図８Ｃは図７のガスディフューザーユニットのフェースプレートの平面図であ
る。
【図８Ｄ】図８Ｄは図７のガスディフューザーユニット内のガス混合の斜視図である。
【図８Ｅ】図８Ｅは図７のガスディフューザーユニットを用いた通気路の斜視図である。
【図９Ａ】図９Ａは垂直積み重ねプレートを用いた実施形態における配送ヘッドの一部の
斜視図である。
【図９Ｂ】図９Ｂは図９Ａに示した配送ヘッドの部品の分解図である。
【図９Ｃ】図９Ｃは積み重ねプレートを用いて形成された配送アセンブリーを示す平面図
である。
【図１０】図１０Ａ及び１０Ｂは、それぞれ、図９Ａの垂直プレートの実施形態において
使用されるセパレータプレートの平面図及び斜視図である。
【図１１】図１１Ａ及び１１Ｂは、それぞれ、図９Ａの垂直プレートの実施形態において
使用されるパージプレートの平面図及び斜視図である。
【図１２】図１２Ａ及び１２Ｂは、それぞれ、図９Ａの垂直プレートの実施形態において
使用される排気プレートの平面図及び斜視図である。
【図１３】図１３Ａ及び１３Ｂは、それぞれ、図９Ａの垂直プレートの実施形態において
使用される反応体プレートの平面図及び斜視図である。図１３Ｃは交互配置の反応体プレ
ートの平面図である。
【図１４】図１４は適切な距離寸法及び力方向を示す配送ヘッドの側面図である。
【図１５】図１５は主コーティングセクションならびに入り口セクション及び出口セクシ
ョンを示す堆積装置の側面図である。
【図１６】図１６は本発明に合致したモジュールを含む堆積装置を示す斜視図である。
【図１７】図１７は本発明の堆積装置の一実施形態を用いた薄膜形成を示す斜視図である
。
【図１８】図１８は曲面を有する堆積アウトプット面を用いた配送装置の一実施形態の側
断面図である。
【図１９Ａ】図１９Ａは本発明のモジュール式堆積装置の一実施形態の側断面図である。
【図１９Ｂ】図１９Ｂは本発明のモジュール式堆積装置の別の実施形態の側断面図である
。
【図２０】図２０は裏面ガス流体支持を含む堆積装置の一実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
発明の詳細な説明
　本記載は本発明に係る装置の部品を形成する要素又はその装置と比較的に直接的に共働
する要素に特に向けられている。詳細に示し又は記載していない要素は当業者によく知ら
れた変更形態を取ってよいことが理解されるべきである。
【００４２】
　下記の記載に関し、用語「ガス」又は「気相材料」はあらゆる範囲の蒸発した又は気相
の元素、化合物又は材料を包含する広い意味で使用される。本明細書中に使用される他の
用語、たとえば、反応体、前駆体、真空及び不活性ガスなどはすべて、材料堆積技術にお
ける当業者により十分に理解されるとおりの従来の意味である。提供した図面は寸法通り
に示しておらず、本発明のある実施形態の全体の機能及び構造上の配置を示すことが意図
されている。
【００４３】
　多くの薄膜用途では、基板は平面であっても又は平面でなくてもよい材料シートと一般
に考えられる。典型的な基板の例はガラス、金属又はプラスチックのシートである。又は
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、コーティングされる基板は、堆積ヘッドが物体の表面に近接することができるかぎり、
任意の形状の剛性物体であってよい。このような物体の例は筒型ドラム又は球形物体であ
ることができる。基板が完全に平面でない場合には、適切な場合には、ヘッドから基板ま
での距離は堆積の領域にわたって平均されうる。
【００４４】
　下記の説明に関して、「重なり」は従来の意味であり、１つの要素の部分が別の要素の
対応する部分と位置合わせされそしてそれらの周囲が概して一致しているように要素どう
しが互いの上に又は互いに対して横たえている。
【００４５】
　用語「上流」及び「下流」はガスフローの方向に関するときに従来の意味である。
【００４６】
　本発明の装置は従来のアプローチからALDへ有意に進歩させ、基板表面への気相材料の
配送のための改良された分配デバイスを用い、より大きなウェブベースの基板又はウェブ
支持された基板上への堆積に適合されており、そして改良されたスループット速度で高度
に均一な薄膜堆積を達成することができる。本発明の装置及び方法は連続（パルス化とは
対照的に）の気相材料分配を用いる。本発明の装置によって、真空下だけでなく、大気圧
もしくは大気圧付近での操作が可能となり、また、シールされていない又は空気に開放さ
れた環境下で操作をすることができる。
【００４７】
　図１を参照すると、本発明に係る、基板２０上への原子層堆積のための配送ヘッド１０
の一実施形態の側断面図が示されている。配送ヘッド１０は、第一の気相材料を受けるた
めのインレットポートとして機能するガスインレット導管１４、第二の気相材料を受ける
インレットポートのためのガスインレット導管１６、及び、第三の気相材料を受けるイン
レットポートのためのガスインレット導管１８を有する。これらのガスはアウトプットチ
ャンネル１２を介して堆積アウトプット面３６で射出され、そのアウトプットチャンネル
１２は下記に記載されるとおり、ディフューザーを含むことができる構造的配置を有する
。図１及び続く図２～３Ｂ中の波線矢印は配送ヘッド１０から基板２０へのガスの配送を
示す。図１において、Ｘの矢印はガス廃棄物のための通路（この図中、上向きに示されて
いる）を示し、排気ポートを提供する排気導管２４に連通している排気チャンネル２２が
示されている。記載の単純化のために、ガス廃棄物は図２～３Ｂには示していない。排気
ガスはなおもある量の未反応前駆体を含みうるので、ある反応性種を主として含む排気フ
ローを、別の種を主として含む排気フローと混合させることは望ましくないことがある。
そのため、配送ヘッド１０は幾つかの独立の排気ポートを含みうることが理解される。
【００４８】
　一実施形態において、ガスインレット導管１４及び１６はALD堆積を行うために基板表
面上で順次に反応する第一のガス及び第二のガスを受けるようになっており、ガスインレ
ット導管１８は第一のガス及び第二のガスに対して不活性であるパージガスを受ける。配
送ヘッド１０は基板２０から距離Ｄの空間を空けており、基板２０は下記により詳細に記
載されるとおり、基板支持体上に提供されうる。基板２０と配送ヘッド１０との間に往復
運動を提供することができ、その往復運動は基板２０の移動、配送ヘッド１０の移動又は
基板２０と配送ヘッド１０の両方の移動によって提供されうる。図１に示す特定の実施形
態において、基板２０は、図１中の矢印Ａ及び基板２０の右と左に架空の外周線によって
示されるとおり、往復様式で堆積アウトプット面３６を横切って基板支持体９６によって
移動される。往復運動は配送ヘッド１０を用いた薄膜堆積に常に必要とされるわけではな
いことに注意すべきである。基板２０及び配送ヘッド１０の間の他のタイプの相対運動も
提供されてよく、たとえば、下記により詳細に記載されるとおり、基板２０又は配送ヘッ
ド１０の一方向又はそれ以上の方向への移動も提供されうる。
【００４９】
　図２の断面図は配送ヘッド１０の堆積アウトプット面３６の部分にわたって射出されて
いるガスフローを示している（上記のように排気通路は省略している）。この特定の配置
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において、各アウトプットチャンネル１２は図１に見られるガスインレット導管１４、１
６又は１８のいずれかに気体流連通している。各アウトプットチャンネル１２は、通常、
第一の反応体気相材料Ｏ、又は、第二の反応体気相材料Ｍ又は第三の不活性気相材料Ｉを
配送する。
【００５０】
　図２は比較的に基本的又は単純なガスの配置を示している。複数の非金属堆積前駆体（
たとえば、材料Ｏ）又は複数の金属含有前駆体材料（たとえば、材料Ｍ）を薄膜単一堆積
において様々なポートで順に配送することができると考えられる。又は、反応体ガスの混
合物、たとえば、金属前駆体材料の混合物、又は、金属前駆体と非金属前駆体の混合物は
複合薄膜材料、たとえば、金属の交互の層を有するか又は金属酸化物材料中に混合された
比較的に少量のドーパントを有する複合薄膜材料を製造するときに単一のアウトプットチ
ャンネルで適用されうる。有意には、パージガスとも呼ぶ不活性ガスについてＩと符号付
けしたインターストリームはガスどうしが互いに反応する傾向がある反応体チャンネルを
分離する。第一の反応体気相材料及び第二の反応体気相材料Ｏ及びＭは互いに反応してAL
D堆積を行うが、反応体気相材料のＯ又はＭのいずれも不活性気相材料Ｉと反応しない。
図２及びこれ以降において使用されている用語は幾つかの典型的なタイプの反応体ガスを
提示する。たとえば、第一の反応体気相材料Ｏは酸化性気相材料であることができ、第二
の反応体気相材料Ｍは金属含有化合物、たとえば、亜鉛含有材料であることができる。不
活性気相材料Ｉは窒素、アルゴン、ヘリウム又はALD装置でパージガスとして一般的に使
用される他の気体であることができる。不活性気相材料Ｉは第一の反応体気相材料又は第
二の反応体気相材料Ｏ及びＭに対して不活性である。第一の反応体気相材料と第二の反応
体気相材料との反応は、一実施形態において、半導体で使用されるＺｎＯ又はＺｎＯなど
の金属酸化物又は他の二元化合物を形成するであろう。二つより多くの反応体気相材料の
反応によって、三元化合物、たとえば、ＺｎＡｌＯを形成することができる。
【００５１】
　図３Ａ及び３Ｂの断面図は、単純化された模式図の形で、ALDコーティング操作を示し
、ALDコーティング操作は反応体気相材料Ｏ及びＭを配送しているときに配送ヘッド１０
の堆積アウトプット面３６にそって基板２０を通過させるときに行われる。図３Ａにおい
て、基板２０の表面は最初に、第一の反応体気相材料Ｏを配送するように指定されたアウ
トプットチャンネル１２から連続的に射出される酸化性材料を受ける。ここで、基板の表
面は部分的に反応した形の材料Ｏを含み、その材料は材料Ｍとの反応を受けやすい。その
後、基板２０が第二の反応体気相材料Ｍの金属化合物の通路を通過するときに、Ｍとの反
応が起こり、金属酸化物又は２つの反応体気相材料から形成されうるある種の他の薄膜材
料を形成する。従来の解決法とは異なり、図３Ａ及び３Ｂに示される堆積シーケンスはパ
ルス化されるのではなく、所与の基板又はその特定の領域に対して堆積の間に連続である
。すなわち、材料Ｏ及びＭは、基板２０が配送ヘッド１０の表面を横切って通過するとき
に又は、逆に、配送ヘッド１０が基板２０の表面を通過するときに、連続的に射出される
。
【００５２】
　図３Ａ及び３Ｂが示すとおり、不活性気相材料Ｉは、第一の反応体気相材料Ｏのフロー
及び第二の反応体気相材料Ｍのフローの間で、交互のアウトプットチャンネル１２中に提
供されうる。顕著には、図１に示したとおり、排気チャンネル２２が存在するが、好まし
くは、アウトプットチャンネル１２の間に真空チャンネルは介在されない。少量の吸引を
行う排気チャンネル２２のみが、配送ヘッド１０から射出されそして処理に使用された使
用後ガスを通気させるために必要である。
【００５３】
　配送ヘッド１０の操作の１つの態様は基板２０に対するガス圧の提供に関し、分離距離
Ｄが少なくとも部分的には課せられる圧力によって維持される。堆積アウトプット面３６
と基板２０の表面との間にある量のガス圧力を維持することによって、本発明の装置は、
配送ヘッド１０自体、又は、基板２０に対する空気支持、又は、より適切にはガス流体支
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持の少なくとも一部を提供する。この配置は、下記に記載されるように、配送ヘッド１０
のための輸送要求を単純化する助けになる。重要なことには、基板をガス圧によって支持
するように配送ヘッドを基板に近接させることにより生じる効果はガスストリーム間の分
離を助けることである。ヘッドをこれらのストリーム上で浮遊させることによって、圧力
場は反応性及びパージフロー領域でセットアップされ、他のガスストリームと混合するこ
とがほとんどなく又は全くなく、インレットから排気にガスを送ることになる。
【００５４】
　一実施形態において、分離距離Ｄは比較的に小さいので、距離Ｄのわずかな変化でさえ
（たとえば、１００μｍでさえ）、流速の有意な変化を要求し、そして結果として分離距
離Ｄを提供しているガス圧力を要求する。たとえば、一実施形態において、１ｍｍ未満の
変化を伴う分離距離Ｄを２倍にするには、分離距離Ｄを提供しているガスの流速を２倍よ
り大きく、好ましくは４倍より大きくする必要がある。一般的な原則として、実施に際し
て分離距離Ｄを最小にし、結果的に、減じられた流速で操作することがより有利であると
考えられる。
【００５５】
　図４の分解図は、一実施形態における全体アセンブリーの小さな部分について、配送ヘ
ッド１０がどのように一連の孔付きプレートで構成されうるかを示し、そして複数のガス
のうちの１つの一部分についてのみ例示のガスフロー通路を示している。配送ヘッド１０
についてのコネクションプレート１００は配送ヘッド１０の上流にあり、図４に図示して
いないガス供給源に連結するための一連のインプットポート１０４を有する。各インプッ
トポート１０４は受け入れたガスを下流のガスチャンバープレート１１０に方向付ける方
向付けチャンバー１０２に連結されている。ガスチャンバープレート１１０はサプライチ
ャンバー１１２を有し、そのサプライチャンバー１１２はガス方向付けプレート１２０に
ある個々の方向付けチャンネル１２２とガスフロー連結されている。方向付けチャンネル
１２２から、ガスフローはベースプレート１３０にある特に延長された排気チャンネル１
３４に進行する。ガスディフューザーユニット１４０は拡散を行い、そして堆積アウトプ
ット面３６でインレットガスの最終の配送を行う。例示のガスフローＦ１は配送ヘッド１
０の各部品アセンブリーを通して追跡される。図４に示しているｘ－ｙ－ｚ軸の向きは本
明細書の図５Ａ及び７にも適用される。
【００５６】
　図４の例に示すとおり、配送ヘッド１０の配送アセンブリー１５０は重なった孔付きプ
レート：コネクションプレート１００、ガスチャンバープレート１１０、ガス方向付けプ
レート１２０及びベースプレート１３０の配置として形成される。これらのプレートはこ
の「水平」実施形態において、堆積アウトプット面３６に対して実質的に平行に配置され
る。ガスディフューザーユニット１４０も下記に記載されるように、重なった孔付きプレ
ートから形成される。図４に示すプレートのいずれも、それ自体が、重なったプレートの
積層物から形成されうることが理解できる。たとえば、適切に組み合わされた４枚又は５
枚の積層された孔付きプレートからコネクションプレート１００を形成することが有利で
あることがある。このタイプの配置は方向付けチャンバー１０２及びインプットポート１
０４を形成するための機械加工法又は成形法よりも複雑でないことがある。
【００５７】
　ガスディフューザーユニット１４０は基板に気相材料を提供するアウトプットチャンネ
ルを通したフローを均一化するために使用することができる。同時係属の同一出願人の米
国特許出願第１１／６２０，７４０号明細書（発明の名称：DELIVERY DEVICE COMPRISING
 GAS DIFFUSER FOR THIN FILM DEPOSITION、参照により本明細書中に取り込む）は、場合
により使用されうる様々なディフューザー装置を開示している。気相材料を拡散し及び／
又は所望の背圧を提供するための他の手段が配送ヘッド内に代わりに提供されてもよい。
さらに別の方法として、米国特許第４，４１３，０２２号明細書（Suntolaら、参照によ
り本明細書中に取り込む）のように、ディフューザーなしに、アウトプットチャンネルを
気相材料を提供するために使用することができる。未拡散フローを提供することにより、
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より高いスループットを達成することができるが、より低い均質性の堆積という犠牲を払
う可能性がある。一方、ヘッドの浮遊を促進する配送デバイス内での背圧を提供すること
ができるので、上記の浮遊ヘッド装置に対して、ディフューザー装置は特に有利である。
【００５８】
　図５Ａ～図５Ｄは図４の実施形態における配送ヘッド１０を形成するために組み合わせ
た主要部品の各々を示している。図５Ａはコネクションプレート１００の斜視図であり、
複数の方向付けチャンバー１０２を示している。図５Ｂはガスチャンバープレート１１０
の平面図である。サプライチャンバー１１３は一実施形態において配送ヘッド１０のため
のパージ又は不活性ガスのために使用される。サプライチャンバー１１５は一実施形態に
おいて前駆体ガス（Ｏ）の混合を提供し、排気チャンバー１１６はこの反応性ガスの排気
通路を提供する。同様に、サプライチャンバー１１２はもう一つの必要な反応性ガスであ
る金属前駆体ガス（Ｍ）を提供し、排気チャンバー１１４はこのガスの排気通路を提供す
る。
【００５９】
　図５Ｃはこの実施形態における配送ヘッド１０のためのガス方向付けプレート１２０の
平面図である。金属前駆体材料（Ｍ）を提供する複数の方向付けチャンネル１２２は適切
なサプライチャンバー１１２（この図に示していない）をベースプレート１３０に接続す
るようなパターンで配置される。対応する排気方向付けチャンネル１２３は方向付けチャ
ンネル１２２付近に配置される。方向付けチャンネル９０はもう一つの前駆体材料（Ｏ）
を提供し、そして対応する排気方向付けチャンネル９１を有する。方向付けチャンネル９
２はパージガス（Ｉ）を提供する。ここでも、図４及び５Ａ～５Ｄは１つの例示の実施形
態を示し、多くの他の実施形態も可能であることを強調しなければならない。
【００６０】
　図５Ｄは配送ヘッド１０のためのベースプレート１３０の平面図である。べースプレー
ト１３０は排気チャンネル１３４が間に挿入された複数の延在射出チャンネル１３２を有
する。
【００６１】
　図６は水平プレートから形成されたベースプレート１３０を示しそしてインプットポー
ト１０４を示す斜視図である。図６の斜視図はアウトプット側から見たときのベースプレ
ート１３０の外側表面を表し、ベースプレート１３０は延在射出チャンネル１３２及び延
在排気チャンネル１３４を有する。図４を参照すると、図６の図はガスディフューザーユ
ニット１４０に面する側から取ったものである。
【００６２】
　図７の分解図は図４の実施形態において及び下記に記載される他の実施形態において使
用される、随意に存在しうるガスディフューザーユニット１４０の一実施形態を形成する
ために使用される部品の基本配置を示している。これらの部品は図８Ａの平面図に示すノ
ズルプレート１４２を含む。図６、７及び８Ａの図面に示すように、ノズルプレート１４
２はベースプレート１３０に対して取り付けられ、延在射出チャンネル１３２からのガス
フローを得る。示した実施形態において、アウトプット通路１４３は必要とされる気相材
料を提供する。順次の第一の排気スロット１８０は下記に記載されるように排気通路にお
いて提供される。
【００６３】
　図８Ｂを参照すると、プレート１４２及び１４８（図７に示す）と共働して拡散するガ
スディフューザープレート１４６はノズルプレート１４２に対して取り付けられている。
ノズルプレート１４２、ガスディフューザー１４６及びフェースプレート１４８の様々な
通路の配置は必要量のガスフローの拡散を提供し、そして同時に、基板２０の表面領域か
ら離れる方向に排気ガスを効率的に方向付けるのに最適化されている。スロット１８２は
排気ポートを提供する。示した実施形態において、第二のディフューザーアウトプット通
路１４７を形成するガスサプライスロット及び排気スロット１８２はガスディフューザー
プレート１４６において交互になっている。
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【００６４】
　図８Ｃに示すとおり、フェースプレート１４８は、その後、基板２０に対面する。ガス
を提供するための第三のディフューザーアウトプット通路１４９及び排気スロット１８２
もこの実施形態で交互になっている。
【００６５】
　図８Ｄはガスディフューザーユニット１４０を通るガス配送通路に焦点が当てられてお
り、図８Ｅは、対応して、ガス排気通路を示している。図８Ｄを参照すると、代表的なガ
スポートに組み合わせについて、一実施形態におけるアウトプットフローＦ２のための反
応体ガスの徹底的な拡散のために使用される全体配置が示されている。ベースプレート１
３０（図４）からのガスはノズルプレート１４２にある第一のアウトプット通路１４３を
通して提供される。ガスは下流のガスディフューザープレート１４６にある第二のディフ
ューザーアウトプット通路１４７に向かっていく。図８Ｄに示すとおり、一実施形態にお
いて、通路１４３と通路１４７との間に垂直オフセット（すなわち、図７に示す水平プレ
ート配置を用い、垂直とは水平プレートの平面に対して法線方向）が存在することができ
、それにより、背圧を発生させ、より均一なフローを容易に作り出す。その後、ガスはさ
らに下流のフェースプレート１４８にある第三のディフューザーアウトプット通路１４９
に向かっていく。異なるアウトプット通路１４３，１４７及び１４９は空間的にずれてい
るだけでなく、異なる幾何学形状を有し、それにより混合を最適化することができる。
【００６６】
　随意のディフューザーユニットの非存在下に、ベースプレート中の延在射出チャンネル
１３２は第三のディフューザーアウトプット通路１４９の代わりに配送ヘッド１０のため
のアウトプットチャンネル１２として機能することができる。
【００６７】
　図８Ｅは、下流方向が供給ガスの場合と反対である同様の実施形態において、ガスを通
気するために提供される排気パスを模式的にトレースしている。フローＦ３は順次の第三
の排気スロット１８４、第二の排気スロット１８２及び第一の排気スロット１８０をそれ
ぞれ通った通気ガスの通路を示す。ガスサプライのためのフローＦ２の回路のような混合
パスとは異なり、図８Ｅ中に示す通気構成は表面からの使用済みガスの急速な移動が意図
されている。このため、フローＦ３は基板表面から離れていく比較的に直接的な通気ガス
である。
【００６８】
　戻って図４を参照すると、コネクションプレート１００、ガスチャンバープレート１１
０、ガス方向付けプレート１２０及びベースプレート１３０として示している部品の組み
合わせは配送アセンブリー１５０を提供するものとしてグループ分けできる。図４の図面
及び座標軸配置を用いて、水平でなく垂直の孔付きプレートから形成される配送アセンブ
リーを含む配送アセンブリー１５０の別の実施形態が可能である。
【００６９】
　図９Ａを参照すると、堆積アウトプット面３６に対して垂直に配置された重なった孔付
きプレートの積層体を用いた配送アセンブリー１５０に使用できる別の配列の底面図が示
されている（すなわち、ガス射出面から見たもの）。説明の単純化のために、図９Ａの「
垂直形態」中に示す配送アセンブリー１５０の部分は２つの延在射出チャンネル１５２及
び２つの延在排気チャンネル１５４を有する。図９Ａ～１３Ｃの垂直プレート配列は多数
の射出チャンネル及び排気チャンネルを提供するように容易に拡張することができる。図
９Ａ及び９Ｂのように、堆積アウトプット面３６の平面に対して垂直に配置される孔付き
プレートを用いて、各延在射出チャンネル１５２は下記に詳細に示すセパレータプレート
と、そのセパレータプレートの間の中心にある反応体プレートで画定される側壁によって
形成される。その後、孔の適当な位置合わせによって気相材料の供給源との流体連通が提
供される。
【００７０】
　図９Ｂの分解図は図９Ａに示している配送アセンブリー１５０の小さいセクションを形
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成するために使用される孔付きプレートの配置を示している。図９Ｃは、５つの射出ガス
用延在チャンネル１５２を有し、積層された孔付きプレートを用いて形成された配送アセ
ンブリー１５０を示す平面図である。次いで、図１０Ａ～図１３Ｃは様々な孔付きプレー
トを平面図及び斜視図の両方で示している。単純化のために、各タイプの孔付きプレート
を文字で指定している：セパレータＳ、パージＰ、反応体Ｒ及び排気Ｅ。
【００７１】
　セパレータプレート１６０（Ｓ）が図９Ｂの左から右に示されており、また、図１０Ａ
及び１０Ｂにも示されている。セパレータプレートはガスを基板に向けて又は基板から離
れていくように方向付けするために使用されるプレートの間に交互に存在する。パージプ
レート１６２（Ｐ）は図１１Ａ及び１１Ｂに示されている。排気プレート１６４（Ｅ）は
図１２Ａ及び１２Ｂに示されている。反応体プレート１６６（Ｒ）は図１３Ａ及び１３Ｂ
に示されている。図１３Ｃは図１３Ａの反応体プレート１６６を水平にひっくり返すこと
により得られる反応体プレート１６６’を示している。この交互の配向は必要ならば排気
プレート１６４でも用いてよい。各孔付きプレートの孔１６８はプレートを重ねた際に整
列しており、このため、図１を参照して説明したように、配送アセンブリー１５０を通し
てガスを延在射出アウトプットチャンネル１５２及び排気チャンネル１５４に通過させる
ことができるダクトを形成する。
【００７２】
　図９Ｂに戻ると、配送アセンブリー１５０の一部のみが示されている。この部分のプレ
ート構造は上記で指定した略文字を用いて示すことができる：すなわち、
Ｓ－Ｐ－Ｓ－Ｅ－Ｓ－Ｒ－Ｓ－Ｅ－（Ｓ）
（この配列の最後のセパレータプレートは図９Ａ又は９Ｂには示していない）。この配列
が示すとおり、セパレータプレート１６０（Ｓ）は側壁を形成することで各チャンネルを
画定している。典型的なALD堆積のための２つの反応体ガスと必要なパージガスならびに
排気チャンネルを提供するための最小配送アセンブリー１５０は下記の完全な略語シーケ
ンスを用いて表される。
Ｓ－Ｐ－Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｒ１－Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｐ－Ｓ－Ｅ２－Ｓ－Ｒ２－Ｓ－Ｅ２－Ｓ－
Ｐ－Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｒ１－Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｐ－Ｓ－Ｅ２－Ｓ－Ｒ２－Ｓ－Ｅ２－Ｓ－Ｐ－
Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｒ１－Ｓ－Ｅ１－Ｓ－Ｐ－Ｓ
【００７３】
　Ｒ１及びＲ２は使用される異なる２種の反応体ガスのための、異なる配向の反応体プレ
ート１６６を表し、Ｅ１及びＥ２は対応して、異なる配向の排気プレート１６４を表す。
【００７４】
　排気プレート１５４は従来の意味の真空ポートである必要はなく、対応するアウトプッ
トチャンネル１２からフローを抜き出し、それにより、チャンネル内で均一フローパター
ンを促進するために単に供給されるものであってよい。隣接する延在射出チャンネル１５
２のガス圧力の正反対の圧力より若干低い負の吸引で、均一なフローを促進させることが
できる。負の吸引は、たとえば、０．２～１．０気圧の源（たとえば、真空ポンプ）での
吸引圧で操作することができ、一方、典型的な真空は、たとえば、０．１気圧未満である
。
【００７５】
　配送ヘッド１０により提供されるフローパターンを使用すると、堆積チャンバーに個々
にガスをパルス化する、背景セクションで上述したような従来のアプローチに対して多く
の利点がある。堆積装置の移動性が改良され、そして本発明の装置は基板の寸法が堆積ヘ
ッドのサイズを超える高体積堆積用途に適する。流体動力学的性質も従来のアプローチよ
りも改良される。
【００７６】
　本発明で使用されるフロー構成では図１に示したとおり、配送ヘッド１０と基板２０と
の間の非常に小さい距離Ｄが可能になり、好ましくは１ｍｍ未満である。堆積アウトプッ
ト面３６は基板表面に非常に近接して配置することができ、約１ミル（約０．０２５ｍｍ
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）以内とすることができる。近接配置は反応体ガスフローによって発生されるガス圧力に
よって容易になる。対照的に、CVD装置は有意に大きな分離距離を必要とする。上記で引
用したYudovskyの米国特許第6,821,563号明細書に記載されているサイクル堆積などの以
前のアプローチは基板表面に対する距離が０．５ｍｍ以上に限定されていたが、本発明の
実施形態では０．５ｍｍ未満、たとえば、０．４５０ｍｍで実施することができる。実際
、基板表面に配送ヘッドをより近づけて配置することが本発明で好ましい。特に好ましい
実施形態において、基板表面からの距離Ｄは０．２０ｍｍ以下であることができ、好まし
くは１００μｍ未満である。
【００７７】
　積層プレートの実施形態において多数のプレートを組み立てる場合には、基板に送られ
るガスフローはガスフローを配送するすべてのチャンネル（Ｉ、Ｍ又はＯチャンネル）に
わたって均一である。これは孔付きプレートの適切な設計によって達成でき、たとえば、
各射出アウトプットチャンネル又は排気チャンネルに再現可能な圧力損失を提供するよう
に正確に機械加工された各プレートのフローパターンのある部分に流体制限を与えるなど
によって達成されうる。一実施形態において、アウトプットチャンネル１２は約１０％以
下の誤差範囲で、開口部の長さに沿って実質的に等価の圧力を示す。約５％以下の誤差又
はさらには２％という小さい誤差を許容するような、より高度な許容限度を提供すること
もできる。
【００７８】
　積層した孔付きプレートを用いる方法は本発明の物品を製造する特に有用な方法である
が、別の実施形態で有用であることができるこのような構造を製造する他の幾つかの方法
が存在する。たとえば、装置は金属ブロックを直接的に機械加工することで製造でき、又
は、幾つかの金属ブロックを互いに接着することで製造できる。さらに、内部成型形状を
用いた成形技術も、当業者に理解されるとおり、使用されうる。装置はまた、いくつかの
立体リソグラフィー技術のいずれかを用いて製造されうる。
【００７９】
　本発明の配送ヘッド１０によって与えられる利点の１つは堆積アウトプット面３６と基
板２０の表面との間に適切な分離距離（Ｄ）（図１）を維持することに関する。図１４は
、配送ヘッド１０から射出されるガスフローの圧力を用いて距離Ｄを維持するための幾つ
かの重要な考慮点を示している。
【００８０】
　図１４において、代表的な数のアウトプットチャンネル１２及び排気チャンネル２２を
示している。１つ以上のアウトプットチャンネル１２からの射出ガスの圧力はこの図で下
向き矢印で示すとおりの力を発生している。この力が配送ヘッド１０に有用なクッション
又は「空気」支持（ガス流体支持）効果を与えるために、基板２０に近接することができ
る、十分なランド面積、すなわち、堆積アウトプット面３６にそった固体表面が存在しな
ければならない。ランド面積の百分率は堆積アウトプット面３６の固体面積の相対量に対
応しており、それにより、その下のガス圧力の蓄積が可能になる。最も単純な用語で、ラ
ンド面積は堆積アウトプット面３６の合計面積－アウトプットチャンネル１２及び排気チ
ャンネル２２の合計面積として計算できる。このことは幅ｗ１のアウトプットチャンネル
１２又は幅ｗ２の排気チャンネル２２のガスフロー面積を除く合計面積をできるかぎり大
きくしなければならないことを意味する。一実施形態において、９５％のランド面積が提
供される。他の実施形態は、たとえば、８５％又は７５％などの、より小さいランド面積
値を用いる。分離力又はクッション力を変更しそれにより距離Ｄを変更するためにガスフ
ロー速度の調節を用いることもできる。
【００８１】
　配送ヘッド１０が基板２０上に距離Ｄを実質的に維持するように、ガス流体支持を提供
することが有利であることが理解できる。これにより、あらゆる適切なタイプの輸送機構
を用いても配送ヘッド１０の本質的に摩擦を生じない移動が可能になる。配送ヘッド１０
は、配送ヘッド１０が前後に導かれ、材料堆積の間に基板２０の表面を横切ってさっと通
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過するときに、基板２０の表面上を「浮遊」することができる。
【００８２】
　図１４に示すとおり、配送ヘッド１０は下方へのガス力が必要な分離を維持するために
十分ではないほど重すぎることがある。このような場合には、スプリング１７０、磁石又
は他のデバイスなどの補助リフティング部品を用いて持ち上げ力を補助することができる
。他の場合には、逆の問題を生じるほどガス流が高すぎることがあり、それにより、追加
の力を課さないと、基板２０の表面から配送ヘッド１０が大きな距離で離されすぎること
がある。このような場合には、スプリング１７０は圧縮力を与えることができ、距離Ｄを
維持するために追加の必要な力を提供する（図１４の配置に対して下向き）。又は、スプ
リング１７０は下向きの力を補充するマグネット、エラストマースプリング又は他のデバ
イスであってよい。本発明のある実施形態において、配送ヘッド１０は固定されていてよ
い。配送ヘッド１０が固定されておりそして基板が浮遊されうる場合には、図１４中にス
プリング１７２によって示されるように、追加の力が基板２０に適用されてよい。
【００８３】
　又は、配送ヘッド１０は基板２０に対して、特定の他の配向で配置されることができる
。たとえば、基板２０は空気支持効果によって重力に抗して支持されることができ、それ
により、基板２０は堆積の間に配送ヘッド１０にそって移動されうる。基板２０が配送ヘ
ッド１０の上方でクッションされている、基板２０上での堆積のための空気支持効果を用
いた一実施形態を図２０に示す。
【００８４】
　図２０の別の実施形態は配送ヘッド１０とガス流体支持９８との間で方向Ｋで移動して
いる基板２０を示す。この実施形態において、配送ヘッド１０は空気支持効果、又は、よ
り適切には、ガス流体支持効果を有し、そして配送ヘッド１０の堆積アウトプット面と基
板２０との間の望ましい距離Ｄを維持するためにガス流体支持９８と共働している。ガス
流体支持９８は不活性ガスもしくは空気又はある他の気相材料のフローＦ４を用いて圧力
を向けることができる。本堆積装置において、基板支持体又はホルダーは堆積の間に基板
と接触していてよく、その基板支持体は基板を輸送する手段、たとえば、ローラーであっ
てよい。このため、処理される基板の熱的遮断は本装置において必要ない。
【００８５】
　堆積は反応性ガスの交互のシーケンスを示す堆積ヘッドの領域のみで起こるが、実際上
の考慮によれば、堆積装置はコーティングセクションに基板を入れ又はコーティングセク
ションから基板を取り出し、また、図１５の堆積装置６０に示す堆積領域を超えて延びて
いる基板の部分を場合により支持する領域を提供する、堆積ヘッドに隣接するセクション
を有することが要求され、ここで、基板２０の部分は拡大部分２１ａ及び２１ｂとして示
される。定義の目的で、入り口セクション２００は、基板の輸送方向を考慮して、堆積も
しくはコーティングセクション２２０の前のセクションであり、出口セクション２４０は
堆積もしくはコーティングセクション２２０の後のセクションである。
【００８６】
　堆積ヘッドはガス支持効果によって配送ヘッドを基板の近傍に維持しているので、入り
口セクション及び出口セクションも同様の効果を用いることが便利である。これらのセク
ションは分配されたガス配送スロット（又は、より一般的にはポート）を有することがで
き、そのスロットは堆積セクションのものと非常に類似している。実際、入り口スロット
及び出口スロットは、単一のガスのみを供給することを除いて、堆積領域のアウトプット
スロットと同一であることがある環境下では可能である。
【００８７】
　入り口セクション２００及び出口セクション２４０には、薄膜の製造及び機能に悪影響
を及ぼさない浮遊用ガスを供給することができる。多くの場合には、入り口セクション２
００及び出口セクション２４０用の浮遊ガスとして不活性ガスを使用することが望ましい
ことがある。又は、基板は堆積の前及び後に空気と遭遇する傾向があるので、場合によっ
ては、これらのセクションの一方又は両方の浮遊ガスとして空気を使用することによって
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ガス使用のコスト節約が達成されうる。
【００８８】
　入り口セクション２００及び出口セクション２４０は、場合により、追加のガス取り扱
いを考慮することなく、単一のガス供給のみを用いることもできる。好ましい実施形態に
おいて、入り口セクション２００及び出口セクション２４０の非堆積性アウトプット面に
は入り口セクション又は出口セクションの非堆積性アウトプット面にガスを供給する非堆
積性アウトプット開口部２５２が配置されており、また、非堆積性アウトプット面の表面
からガスを吸引するガス排気ポート２５４が配置されている。排気ポート２５４の使用に
より、より強固な基板の配置及び基板と非堆積性アウトプット面との適切なギャップの維
持が可能である。
【００８９】
　上記に示したとおり、入り口セクション２００及び出口セクション２４０について、非
堆積性アウトプット面はアウトプット開口部２５２及び排気ポート２５４を有することが
でき、それらは堆積もしくはコーティングセクションについて考えられるようなスロット
の形態を取ることができる。しかしながら、これらの開口部はどんな便利な形状であって
もよい。というのは、コーティングセクションとは対照的に、１つのタイプの開口部から
のガスを別のタイプの開口部からのガスとを分離し、又は閉じ込めることがこれらのセク
ションでは要求さあれないからである。他のタイプの開口部の例は、幾つかを述べるとす
ると、正方形、五角形、又は、好ましくは円形の開口部がある。
【００９０】
　非堆積性アウトプット開口部２５２及び排気ポート２５４がスロットである場合には、
スロットの好ましい配置では、各排気ポート又はチャンネル２５４は非堆積性アウトプッ
ト開口部２５２で各サイドが包囲され、また、同様に、各非堆積性アウトプット開口部２
５２が各サイドで排気ポート２５４で包囲されている。好ましい実施形態において、入り
口セクション及び出口セクションの最も遠い末端の開口部は非堆積性アウトプット開口部
である。非堆積性アウトプット開口部２５２及び出口ポート２５４が円形開口部である場
合には、これらの開口部は上記のタイプの交互の開口部を提供するような様式で配置でき
る。１つの好ましい配置は、各アウトプット開口部２５２が最も近い隣接部の排気ポート
２５４で包囲されそして同様に各排気ポートは非堆積性アウトプット開口部２５２で包囲
された正方形パターンの孔である。
【００９１】
　又は、入り口セクション及び出口セクションは非堆積性アウトプット面にガスを配送す
るために多孔性材料を用いることができる。
【００９２】
　入り口セクション、出口セクション及びコーティングセクションは特定の予め選択され
た温度又は温度範囲に維持することができ、場合により、各セクションの異なる温度設定
点とすることができる。
【００９３】
　コーティングヘッドからの交互のシーケンスのガスに繰り返して基板を暴露するいずれ
かの方法によって、膜のALD成長が起こるであろう。このような成長には従来技術におい
て往復運動が考えられてきた。しかしながら、往復運動には、基板を載せそして基板の方
向を繰り返し逆転させることができる複雑な機械装置が用いられる。往復運動でのあまり
明確ではないがなおも大きな問題は、各ストロークの間に堆積領域から成長中の基板の少
なくとも一部を引き出さなければならず、引き出された領域の制御されえない環境への暴
露をもたらす可能性があることである。
【００９４】
　上記の問題への本発明の解決法は、特定の薄膜のために要求される堆積量を受けるため
に、基板がコーティング領域を通した単一回の通過のみ又は単一回の二方向の通過のみを
必要とする十分なALDサイクルのコーティング又は配送ヘッドを設計することを含む。こ
のような形態では、１つの好ましい実施形態において、堆積目的で基板の方向を逆転させ
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る必要なく、基板上のどの位置でも完全なALD成長を行うことができることが判る。
【００９５】
　また、図１５の実施形態の堆積装置６０を再び参照すると、所望の厚さの完全な膜厚の
完全な薄膜層は基板を入り口セクション２００に入れ、基板を入り口セクション２００か
らコーティングセクション２２０へそしてそれを通して輸送し、続けて基板を出口セクシ
ョン２４０に輸送することで形成することができ、基板２０は完成した薄膜とともに取り
出すことができる。このことで、所望の膜厚が完成される前に基板をコーティング領域か
ら取り出す理由がないという追加の利点がある。制御されない環境への暴露を回避するこ
とに加えて、単一回通過での連続成長は基板上のあらゆる所与の点での全体としての堆積
速度を増加させるはずである。
【００９６】
　上記の一方向移動の別の利点は基板輸送に要求される機械装置が単純であることである
。直線運動を生じさせるあらゆる種類の装置、たとえば、リニアモータ駆動リニアステー
ジ、ロータリーモータ駆動リニアステージ、ベルトドライブ又は当業者に知られたとおり
の直線運動を導入するあらゆる他の方法を使用して基板輸送を行うことができる。基板の
移動を行う非接触方法も達成できる。このような方法として、方向付けされたガスストリ
ームなどの粘性力、磁気力及び電気力が挙げられる。
【００９７】
　装置は基板の方向を変更する必要がなく、ガス支持効果が低い摩擦力を生じさせるので
、堆積領域を通る基板の輸送は、また、初期速度で基板を提供し、その後、その慣性によ
って少なくともある程度は堆積領域を通して基板を滑空させることで行える。基板に対す
る初期速度は上記の運動方法のいずれかによって与えることができる。
【００９８】
　重力の効果により基板初期速度を与えることも可能である。このように、コーティング
セクション、入り口セクション及び出口セクションは傾いていてよく、それにより、基板
の運動の一部又はすべてを達成するために重力を与えることができる。さらに、これらの
セクションの傾き角度は機械的に変更することができ、これにより、堆積の進行の間に、
コーティングセクション、入り口セクション又は出口セクションの傾きを水平からあるレ
ベルの傾きに変更することによって静止状態の基板を加速させることができる。
【００９９】
　一方向の単一回の通過による堆積装置は基板輸送の単純さのために好ましいけれども、
より小さい設置面積の堆積装置のためには二方向装置が好ましいことがある。二方向装置
の場合には、入り口セクション及び出口セクションは一方向装置と同様の長さであるが、
相対的に述べるならば、コーティングセクションはわずか半分の長さしか必要ない。再び
図１５を参照すると、このような実施形態において、基板２０を入り口セクション２００
に入れ、コーティングセクション２２０へ入れそしてそれを通し、続けて基板を出口セク
ション２４０に入れ、基板の輸送方向を逆転させ、基板をコーティングセクション２２０
に戻して通し、入り口セクション２００に入れて輸送し、完成した薄膜とともに基板を取
り出すことで所望の厚さの完全な薄膜層が形成できる。
【０１００】
　本発明のコーティングセクション２２０、入り口セクション２００及び出口セクション
２４０は多数の内部通路及び堆積アウトプット面開口部を有する複雑な機械装置である。
しばしば、これらの装置は多数の結合された部品から形成されるであろう。さらに、単一
回の通過による堆積を達成するために、コーティングセクションの長さ及び堆積アウトプ
ット面スロットの数は非常に大きいことがある。たとえば、単一の堆積サイクルには８つ
の延在スロットが要求される：パージ－排気－第一の反応性ガス－排気－パージ－排気－
第二の反応性ガス－排気。もし、単一の堆積サイクルが１Åの層厚を生じさせると仮定す
るならば、１０００Åの層厚を達成するために、１０００回の上記のサイクルが要求され
るであろう。もし、各々の延在スロットがその隣接のものから０．０２５インチ離れてい
るとさらに仮定するならば、堆積領域の合計長さは１６．７フィートであろう。さらに、
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もし、入り口セクション及び出口セクションが基板を支持するために特定の合理的な長さ
である必要があるならば、これらのセクションは５フィートの長さを容易に超えることが
できるであろう。
【０１０１】
　このような大きな堆積領域を形成することは単一の一体物としての堆積ヘッドを形成す
ることによって達成することが困難であることがある。幾つかの要因からこの困難さが生
じる。まず第一に、このような長いヘッドは何千もの部品からなり、そしてうまくできた
ヘッドではこの多数の部品を、重大な欠陥又は許容されない欠陥を生じることなく、組み
立てる必要があるであろう。さらに、非常に大きなヘッドを全体の堆積装置に取り付けそ
して取り扱うのに重大な問題があるであろう。最後に、もし、ヘッドが操作において損傷
を受けるならば、単一の大きなヘッドを取り替えることは非常にコストが高くそして時間
がかかるであろう。
【０１０２】
　単一の大きな堆積ヘッドの代わりとなるのは独立のモジュールからヘッドを組み立てる
ことである。モジュールは全セクションとすることができ、たとえば、入り口セクション
、出口セクション又はコーティングセクションとすることができる。又は、所与のセクシ
ョンは幾つかのモジュールから構成されることができる。図１６はモジュール形態を用い
る一実施形態の図を示す。図１６において、入り口セクション２００は４つのモジュール
、２０２a、２０２ｂ、２０２ｃ及び２０２ｄからなる。堆積装置６０のコーティングセ
クション２２０は５つのモジュール、２２２a、２２２ｂ、２２２ｃ、２２２ｄ及び２２
２ｅからなる。コーティングセクションの拡大部分は基板部分２１ｃに対して近接してい
る２つのモジュールを示しており、基板に対するモジュール面の位置のずれは改良された
結果を得るための最大の望ましいずれ距離ｘｘ以内に維持される。これらのコーティング
セクションモジュールは最終の堆積装置６０の設計によって、同一であっても又は異なっ
ていてもよい。実用上の目的で、複数のコーティングセクションモジュールの各々は単一
のALDサイクルを完了するために適切な数のアウトプット開口部及び排気ポートを最小限
含む。好ましくは、モジュールは１～５０の完全なALDサイクルが得られるように設計さ
れている。図１６は単一のモジュールを構成する出口セクション２４０を示している。最
終の堆積装置の製造のためのモジュールの組み合わせが多く存在し、図１６は単に例示の
実施形態又は可能な配置を示すように与えられているにすぎず、その組み合わせは、もち
ろん、コーティングを行う特定の基板、特定のプロセス、関与する材料及び薄膜、ならび
に、製造されるデバイスの特定のタイプによって決まり、そしてそれらに適合されるであ
ろうということが当業者に理解されるはずである。
【０１０３】
　１つの好ましい実施形態において、堆積装置は、たとえば、コーティングセクションに
８又はそれ以上のモジュールを含み、好ましくは１０～１００個のモジュールを含む。こ
のようなモジュールの各々は実質的に別個にかつ独立に製造され、組み立てられそして堆
積装置に配置される配送ヘッドを含むことができる。
【０１０４】
　モジュールの数がコーティングセクションを製造するのに収率にどのように影響を及ぼ
すことができるかを理解するために、８０００のプレートから構成されるコーティングセ
クションの例を考える。２００枚のプレートを組み立てる際に、アセンブリー中に２％の
確率で欠陥を有するような欠陥率がアセンブリー中にあるものと仮定する。各２００枚の
プレートのモジュールとしてこのセクションを組み立てる際に、４０個の動作モジュール
が要求され、それゆえ、４０個の使用可能なモジュールを生じるためには約４１個のモジ
ュールを組み立てることが必要であろう（約２％の廃棄加工品）。８０００のプレートの
単一の構造物を試みると、単一の構造物の動作の確率は０．９８４０＝４４％。結果とし
て、１つの動作セクションを得るために約２つの完全なコーティングセクションが要求さ
れる（約５０％の廃棄加工品）。本発明の一実施形態の本モジュールの態様はその問題を
有意に回避し又は低減することができる。
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【０１０５】
　好ましい実施形態において、本発明のコーティングセクション、入り口セクション及び
出口セクションはすべてガス支持効果を用いて操作する。そのため、基板と堆積ヘッドと
の間の分離は非常に小さくすることができ、ときに１０ミクロンという小ささである。そ
れゆえ、セクションの堆積アウトプット面は表面に不連続性がないことが非常に重要であ
る。モジュール形態では、図１６のコーティングセクションで例示されているセクション
のモジュールは良好に位置合わせされた堆積アウトプット面を有しなければならない。こ
の位置合わせを行いそして位置／高さの不整合が非常に小さくなるように、図１６の挿入
物の距離ｘｘは小さくする必要がある。距離ｘｘは１０ミクロン未満にすべきであり、好
ましくは５ミクロン未満であり、さらにより好ましくは２ミクロン未満である。
【０１０６】
　モジュールの適切な高さ配置を行うために幾つかの方法がある。モジュールを個々に位
置調節手段の上に取り付けることができ、そして、所与のモジュールを設置するときに、
位置調節手段を用いて、堆積アウトプット面の高さをある望ましい位置に調節することが
できる。高さ調節手段の例としては回転式マイクロメータポジショナー、焦電性ポジショ
ナー及び当業界で既知の他の手段がある。
【０１０７】
　しばしば、単一の材料からなる薄膜をコーティングすることが望ましい。しかしながら
、異なる材料の幾つかの層を含む完成膜が有用である薄膜が望ましい場合がある。モジュ
ールコーティングセクションの場合、コーティングセクション内にある複数のモジュール
が異なるガスを配送し、このため、すべてのモジュールが同一のコーティングを生じるも
のでないことも可能である。図１７は、コーティングセクションのモジュールが異なる堆
積化学物質を配送する堆積装置６０の一実施形態を示している。コーティングセクション
２２０は９個のモジュールから構成される。モジュール２３２ａは第一の薄膜材料を形成
する化学物質を配送するようになっており、モジュール２３２ｂは第二の薄膜材料を形成
する化学物質を配送するようになっており、そしてモジュール２３２ｃは第三の薄膜材料
を形成する化学物質を配送するようになっている。モジュール２３２ａ、２３２ｂ及び２
３２ｃは、出口セクション２４０に入る完成薄膜コーティングがそれぞれ第一の薄膜材料
３３２ａ、第二の薄膜材料３３２ｂ及び第三の薄膜材料３３２ｃの交互の薄膜層を全体の
複数層の薄膜構造３３０（基板部分２１ｄに対して示されている）に含むように配置され
ている。これらの層の各層の厚さはコーティングセクション２２０の対応するモジュール
内のALDサイクルの数によって決定される。第一の材料、第二の材料及び第三の材料は上
述のとおりのこのALD堆積装置を用いて適切に堆積されうるいかなる材料であってもよい
ことは当業者に理解されるべきである。図１７は限定するものと解釈されるべきでなく、
複数の薄膜を形成するための１つの可能な構成として作用すべきである。図１７の出口セ
クション２４０、及び入り口セクション２００のモジュール２０２ａ～２０２ｄは上記の
図面で説明したものと同様である。
【０１０８】
　平らな基板をコーティングする目的では、一般に、コーティング装置の堆積アウトプッ
ト面も平らであるものと考えられる。しかし、ある程度の曲率を有する堆積アウトプット
面を有することが有利である可能性がある。
【０１０９】
　表面の曲率は一般に曲面の半径によって定義されうる。曲面の半径は円の一部が堆積ア
ウトプット面の曲面に整合する円の半径である。表面の曲面が変化し、単一の半径で記載
できない場合には、最大の曲面及び最小の曲面の半径を用いて、装置の曲面の特性半径を
規定することができる。
【０１１０】
　特定の基板では、基板の移動方向において特定の曲率の配送ヘッドを有することが有用
なことがある。このことは、ヘッドの曲率がコーティングセクションの堆積アウトプット
面から離れる方向に基板の前方縁を引っ張る傾向があるので、基板の前方縁に基板の残り
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の部分よりも小さい下向きの力を持たせることができるという有益な効果を有することが
できる。
【０１１１】
　ある基板では、基板の移動方向に垂直の方向に曲率を有することが有用なことがある。
この曲率は波状効果を有し、基板の剛性を増加し、そしてより強健なコーティングをもた
らす。
【０１１２】
　モジュールタイプの堆積装置の場合、個々のモジュールの表面は曲面であっても又は曲
面でなくてもよい。図１８は堆積の間の基板の所望の弧に適合する弧に沿ってモジュール
を配置しそして回転させる曲面堆積領域の例を示している。図１８の部品は図１６の部品
に対応するが、モジュールに対して与えられる曲面はモジュールの曲面支持体２５０に整
合している。
【０１１３】
　あるプロセスにおいてある材料を堆積させるために、基板を加熱することが有利である
ことがある。図１９Ａ及び１９Ｂは堆積装置の一実施形態の部品としてそれぞれ輻射式熱
源及び対流式熱源を示している。輻射式熱源２６０は図１９Ａに示すようなＩＲランプ２
６５、あるいは、石英ハロゲンランプのような当該技術分野において知られたあらゆる輻
射式熱源から作られていてよい。図１９Ｂに示す対流式熱源２７０は熱風ブロアを用いる
ことができる。又は、対流式熱源２７０は冷風ブロアを用いて、基板を冷却するために用
いることができる。図１９Ａ及び１９Ｂの他の部品は図１９Ａ及び１９Ｂに関して上述し
た部品を除いては図１６の部品に対応する。本発明の装置はある実施形態において、室温
又は室温付近の温度を含む広い範囲の温度にわたって基板上で堆積を行うことができる能
力の点で利点がある。本発明の装置は真空環境で操作することができるが、大気圧又は大
気圧付近の圧力での操作に特に適している。
【０１１４】
　好ましい実施形態において、ALDは大気圧又は大気圧付近の圧力及び広い範囲の雰囲気
温度及び基板温度で、好ましくは、３００℃未満の温度で行うことができる。好ましくは
、汚染の可能性を最小にするために比較的にクリーンな環境が必要であった。しかし、本
発明の装置の好ましい実施形態を用いるときに良好な性能を得るために完全な「クリーン
ルーム」条件又は不活性ガス充填包囲状態は必要ない。
【０１１５】
　図１５をもう一度参照すると、原子層堆積（ＡＬＤ）装置６０は、比較的に良好に制御
されそして汚染物のない環境を提供するためのチャンバー又はハウジング（図示しない）
を場合により有することができる。堆積装置６０は、また、供給ライン（図示していない
）を通してコーティングセクション２２０に第一、第二及び第三の気相材料を提供するた
めのガスサプライ（図示していない）を含むことができる。好ましくは、これらのサプラ
イラインは急速開放機構を有することができるであろう。また、その排気ラインも好まし
くは急速開放機構を有する。単純化のために、随意に存在しうる真空蒸気回収装置及び他
の補助部品は図１５に示していないが、それらも使用することができる。このような蒸気
回収装置は入り口セクション２００及び出口セクション２４０において使用されるガスを
リサイクルするために使用することができる。輸送副装置（図示していない）は入り口セ
クション２００、コーティングセクション２２０及び出口セクション２４０の非堆積性ア
ウトプット面に沿って基板２０を輸送することができ、それは本開示で使用される座標軸
系を用いてｘ軸方向に移動させる。移動制御ならびにバルブ及びその他の補助部品の全体
の制御は、コンピュータ又は他の専用マイクロプロセッサーアセンブリーなどの制御ロジ
ックプロセッサー、たとえば、ＰＬＣ又はプログラム可能なロジックコンピュータによっ
て与えられることができる。このようなコンピュータを用いたプロセス制御を堆積装置に
おいて用いて、コーティングセクションを通す単一回の一方向の通過で基板を移動させて
いる間のみで、基板上に薄膜堆積を提供することができる。コーティングセクションに基
板を通して移動させるため手段によって一方向の移動が提供されうる。又は、このような
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一方向の移動は薄膜堆積の間の配送ヘッドの機能又は操作が堆積装置を通した各基板の移
動と組み合わせて制御されるプロセス制御デバイス又はスキームによっても少なくとも部
分的に提供されうる。
【０１１６】
　ウェブ製造に特に有用であることができる別の実施形態において、ALD装置は多数の配
送ヘッド又はデュアル配送ヘッドであって、その配送ヘッドが堆積を受ける基板の両側に
配置されるものを有することができる。可とう性材料の可とう性配送ヘッドを１つ置きに
提供することもできる。これにより、堆積表面に少なくともある程度のコンフォーマル性
（共形性）を示す堆積装置を提供する。
【０１１７】
　さらに別の実施形態において、配送ヘッドの１つ以上のアウトプットチャンネルを用い
て上記において引用しそして参照により取り込んだ米国特許出願第１１／３９２，００６
号明細書によって開示されている横方向ガスフロー配置を用いることができる。このよう
な実施形態において、配送ヘッドと基板との間の分離を支持するガス圧は、たとえば、パ
ージガスを射出するチャンネル（図２～３ＢにＩとして示しているチャンネル）などの幾
つかのアウトプットチャンネルによって維持されうる。次いで、反応体ガスを射出する１
つ以上のアウトプットチャンネル（図２～３ＢにＯ又はＭとして示しているチャンネル）
のために横方向のフローを用いる。
【０１１８】
　又、基板の表面から配送ヘッドを少なくとも部分的に分離するために空気支持効果を用
いることができるが、配送ヘッドの堆積アウトプット面から基板を持ち上げ又は空中に浮
揚させるために本発明の装置を代わりに用いることができる。たとえば、プラテンを含む
他のタイプの基板ホルダーを代わりに用いることができる。
【符号の説明】
【０１１９】
部品リスト
　１０　　配送ヘッド
　１２　　アウトプットチャンネル
　１４，１６，１８　　ガスインレット導管
　２０　　基板
　２１ａ，２１ｂ，２１ｃ，２１ｄ　　基板の部分
　２２　　排気チャンネル
　２４　　排気導管
　３６　　堆積アウトプット面
　６０　　原子層堆積（ALD）装置
　９０　　前駆体材料の方向付けチャンネル
　９１　　排気方向付けチャンネル
　９２　　パージガスの方向付けチャンネル
　９６　　基板支持体
　９８　　ガス流体支持
　１００　　コネクションプレート
　１０２　　方向付けチャンバー
　１０４　　インプットポート
　１１０　　ガスチャンバープレート
　１１２，１１３，１１５　　サプライチャンバー
　１１４，１１６　　排気チャンバー
　１２０　　ガス方向付けプレート
　１２２　　前駆体材料の方向付けチャンネル
　１２３　　排気方向付けチャンネル
　１３０　　ベースプレート
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　１３２　　延在射出チャンネル
　１３４　　延在排気チャンネル
　１４０　　ガスディフューザーユニット
　１４２　　ノズルプレート
　１４３，１４７，１４９　　第一、第二、第三のディフューザーアウトプット通路
　１４６　　ガスディフューザープレート
　１４８　　フェースプレート
　１５０　　配送アセンブリー
　１５２　　延在射出チャンネル
　１５４　　延在排気チャンネル
　１６０　　セパレータプレート
　１６２　　パージプレート
　１６４　　排気プレート
　１６６，１６６’　　反応体プレート
　１６８　　開口部
　１７０，１７２　　スプリング
　１８０　　順次の第一の排気スロット
　１８２　　順次の第二の排気スロット
　１８４　　順次の第三の排気スロット
　２００　　入り口セクション
　２０２ａ，２０２ｂ，２０２ｃ，２０２ｄ　　入り口セクションモジュール
　２２０　　コーティングセクション
　２２２ａ，２２２ｂ，２２２ｃ，２２２ｄ，２２２ｅ　　コーティングセクションモジ
ュール
　２３２ａ　　第一の薄膜材料に適合したモジュール
　２３２ｂ　　第二の薄膜材料に適合したモジュール
　２３２ｃ　　第三の薄膜材料に適合したモジュール
　２４０　　出口セクション
　２５０　　モジュールのための曲面支持体
　２５２　　アウトプット開口部
　２５４　　排気ポート
　２６０　　輻射式熱源
　２６５　　ＩＲランプ
　２７０　　対流式熱源
　３３０　　完成した薄膜
　３３２ａ　　第一の薄膜材料の薄膜
　３３２ｂ　　第二の薄膜材料の薄膜
　３３２ｃ　　第三の薄膜材料の薄膜
　Ａ　　矢印
　Ｄ　　距離
　Ｅ　　排気プレート
　Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４　　ガスフロー
　Ｈ　　高さ
　Ｉ　　第三の不活性気相材料
　Ｋ　　方向
　Ｍ　　第二の反応体気相材料
　Ｏ　　第一の反応体気相材料
　Ｐ　　パージプレート
　Ｒ　　反応体プレート
　Ｓ　　セパレータプレート
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